
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No.
属
性

年
代

府
省
名

施策
番号

施策名

ご
意
見
概
要

ご意見 その理由

401
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24009
特別奨
励研究
員事業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

目的の是非
はともかく、そ
の他事務経
費が総額の
約4割を占め
る事業。率直
に申し上げる
と、その時点
で優先的に行
わなければな
らない政策と
の理解を得る
ことは難しい
かと感じま
す。

上記の意見がほぼ理由そのものです。また、テニュアト
ラック事業との違いも分かりにくいです。

402
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24009
特別奨
励研究
員事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

まず、特別奨
励研究員とは
どのようなポ
ジションと位
置付けている
のか不明であ
る。一言で若
手といっても、
ポスドク、助
教、講師、准
教授、教授で
は置かれた状
況が全く異な
る。すでにア
カデミックポジ
ションについ
ている人にと
って、ステップ
アップになる
ものなのか。
本事業が、
「多様なキャリ
アパスの整
備」にどうつな
がっていくの
かを明らかに
してほしい。も
し、博士号を
取得したばか
りのポスドク
相当の人を想
定してるのな
らば、この事
業はやめるべ
き。経験不足

キャリアパスの観点から、特別奨励研究員とはどのよう
なポジションか、その議論が十分になされていないの
に、特別奨励研究員を公募しても意味がない。（数年後
にはなくなってしまうようなポジションであれば、投資す
る価値がないということ。）
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のため、自立
した環境で優
れた研究成果
を出すことは
極めて難しい
と思う。

403
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24011

リサー
チ・アド
ミニスト
レータ
ーを育
成・確
保する
システ
ムの整
備

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

大学等産学
官連携自立
化促進プログ
ラムの一部と
して組み入れ
ではいかがで
しょうか。

文部科学省からの提案は他種・多岐に渡るため、ある
程度数を絞ることで、有識者議員が内容を把握しやすく
なり、重要性の理解度が高まるかと思います。

404
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24125

免疫・
アレル
ギー科
学総合
研究事
業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

厚生労働省
の関連事業
（25105）と連
携し、より大
型の予算とし
て提案するこ
とは可能でし
ょうか。文部
科学省24120
「再生医療の
実現化プロジ
ェクト」及び文
部科学省
24127「発生・
再生科学総
合研究事業」
についても同
様のことが言
えるかと思い
ます。

科学・技術予算編成プロセスの効果の例として、各府省
連携の推進および予算要求の重複排除が挙げられて
おり、それを具現化した事例が少なからず必要になると
考えます。

405
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24014

頭脳循
環を加
速する
若手研
究者戦
略的海
外派遣
事業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

顕著な現在の
「内向き思考」
を打開するの
であれば、学
振PDの採用
について、「1
年以上の海
外組織におけ
る勤務の義
務」といった条
件を付加すれ
ば十分と考え
ます

旧帝大の教授についても、海外留学経験が無い、若しく
は半年程度の方が増えてきています。知識自体は真に
最先端のものでない限り、インターネットで容易に収集
できる時代です。人事・研究費などで留学経験が評価さ
れるような制度を推進しない限り、内向き志向はますま
す高まると思います。若手研究者を海外に押し出すの
ではなく、彼らが自発的に海外に行きたくなる土壌をつく
ることの方が重要ではないでしょうか。

ぜひこのまま
推進すべきと
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406
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

考えます．厳
しい財政事情
の下，増額を
見込むのは
難しいと思い
ますが，最低
限でも現状維
持をお願いし
たく思いま
す．

科学研究費補助金は日本の科学研究の根幹を支える
ものであり，これの停止・見直しは即，科学研究活動の
停止を意味します．現代社会は発展し続けており，と同
時に多くの問題を生み出し続けています．つまり，社会
は「現状維持」を見込むためだけでもそれを支える科学
研究活動が必要であり，科学研究活動の停止は社会活
動の劣化，混乱，停止へとつながります．

407
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

ぜひこのまま
推進すべきと
考えます．厳
しい財政事情
の下，増額を
見込むのは
難しいと思い
ますが，最低
限でも現状維
持をお願いし
たく思いま
す．

科学研究政策を自国で行うか，諸外国からの「輸入」で
賄うかの違いに顕著に表れるのが人材政策です．自国
で科学をできる人材を育成しない，というのは科学を輸
入に頼ることを意味し，各種生命線を他国に握られるこ
とを意味します．

408
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24014

頭脳循
環を加
速する
若手研
究者戦
略的海
外派遣
事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

国際化された
研究機関での
経験がある学
生・研究者
は，経験の少
ないものに対
して，研究の
発表先・報告
方法や学会に
おける国際的
人脈の活用
能力（いわば
国際的研究セ
ンス）が大きく
異なる．日本
は国際的研
究センスが磨
かれた人材の
育成に関して
大きく立ち遅
れており，国
内機関の国
際化と，海外
への学生・研
究者派遣の
両輪によって
早急に改善さ
れるべきであ
る．したがっ
て，本施策は
優先して推進
すべきである
と考える．

欧米は，英語での講義・議論が主であること，生活基盤
を持った外国人（家族）が居住するなどの理由から，大
学の国際化が進む構造を持つことが多いが，日本はこ
れらと逆の理由から，国際化に大きな障壁があることは
否めない．したがって，日本の人材を海外に派遣し，人
脈を広げたうえで，海外からも研究者を受け入れるとい
ったループを回すことが，人材育成のみならずあらゆる
国際化の基盤を形成する上で不可欠である．

国際連 こ
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409
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20001

携によ
るサイ
バー攻
撃予
知・即
応技術
の研究
開発

の
ま
ま
推
進
す
べ
き

同盟国と連携
したセキュリ
ティ確立は緊
急性が高く、
国として予算
をつけるべき
課題である。

今後、中国によるサイバーテロのリスクはますます増大
すると予想されるため、早急に対策が必要である。

410
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24001

大学発
グリー
ン・イノ
ベーシ
ョン創
出事業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

施策の目的お
よび内容が、
あまりに抽象
的かつ理念的
で、これを推
進することに
よって得られ
る具体的アウ
トプットが極め
て不透明であ
り、巨額の税
金を投入する
意義が見いだ
せない。

グリーン・イノベーションの「グリーン」の範囲がブロード
過ぎて曖昧であり、ミッションも理念も曖昧なまま巨額な
予算をつけると、お金目当てに色々な研究者が、にわか
「グリーン」研究者が集うだけの結果に終わりかねない。

411
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

テニュアトラッ
ク制度が抱え
る問題点を把
握しておら
ず、実態を踏
まえた計画に
なっていな
い。

現在、テニュアトラック制度の導入により、若手の大学
教員が、研究業務に集中せざるをえず、教育スキルの
向上がおろそかになっている面がある。今後の大学の
教育力の低下が心配される。

412
大
学

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27152

生活支
援ロボ
ット実
用化プ
ロジェ
クト

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

生活支援ロボ
ットはまだ基
礎研究段階
で、実用段階
にはほど遠い
技術がほとん
どである。よっ
て、このプロ
ジェクトは失
敗に終わる可
能性が高い。

産業総合研究所の荒井裕彦氏が下記ＨＰで指摘する通
り、生活支援ロボットは経済産業省の市場拡大予測と
は裏腹に、長く停滞を続けており、これ以上無駄に税金
を投入すべきでない。 
 
http://robonable.typepad.jp/trendwatch/2009/03/post-
5587.html

413
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24010

女性研
究者研
究活動
支援事
業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

女性研究者
の活躍が増え
ること自体は
賛成だが、そ
れを巨額の税
金投入による
支援のもと行
うべきではな
い。（一度出し
た意見です
が、省庁名を
間違って出し
た可能性があ
るので、再投

経済格差が拡大し、失業率の増加、特に若者の雇用不
安が大きい現在、常勤の研究職にありつけている人
は、女性であっても、間違いなく経済的強者である。そ
の経済的強者に税金を投じたサポートをする前に、経済
弱者である若者の雇用を安定させるためのサポートを
優先すべきである。
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稿いたしまし
た。）

414
大
学

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27108

低炭素
社会を
実現す
る超低
電力デ
バイス
プロジ
ェクト

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

ナノエレクトロ
ニクスだけを
対象とするの
ではなく、事
業名どおり低
電力デバイス
という枠組み
で公募するべ
き。また、応
募件数が十
分多くなり、競
争原理が働く
ような事業に
するべき。

EUVによる微細化、次世代低消費型デバイスとSiエレク
トロニクス業界に絞って事業を行うことになったのかが
不透明。応募件数がたった2件で、業界の主要なプレー
ヤーが共同申請して採択されている構図は出来レース
と疑われても仕方が無い。

415
大
学

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27109

低炭素
社会を
実現す
る超軽
量・高
強度革
新的融
合材料
プロジ
ェクト

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

カーボンナノ
チューブだけ
を対象とする
のではなく、
事業名どおり
超軽量・高強
度材料という
枠組みで公募
するべき。ま
た、応募件数
が十分多くな
り、競争原理
が働くような
事業にするべ
き。

なぜカーボンナノチューブに絞って事業を行うことになっ
たのかが不透明。応募件数がたった3件で、業界の主要
なプレーヤーが共同申請して採択されている構図は出
来レースと疑われても仕方が無い。

416
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

科学研究費
の単年度予
算制度の廃
止、（特に備
品）消費税免
除、5年単位
での研究費に
対する増額を
考えていただ
ければと思い
ます。

単年度予算とすることで、大型機器の効率的な購入が
できなくなることがあります。また昨今の研究は実験動
物などの関係上長期間に渡る必要がでており、そのよう
な研究計画に則って研究を勧めたいと考えます。しかし
その場合でも、状況は刻一刻と変化します。その変化に
対応でき、かつある程度の時間をおいて研究できるよう
なシステムを目指していただければと考えます。また消
費税について、少なくとも研究に関わる備品については
免除していただければと思います。

417
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24143

大学院
教育改
革推進
事業の
うち、グ
ローバ
ルCOE
プログ
ラム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

大学院生へ
の金銭的な支
援は、科学技
術を目指す若
手研究者の
増加に直結す
ると考えま
す。科学技術
立国を目指
し、優秀な人
材を世界に求
めていく上
で、こういった

我が国の大学院生はほとんど金銭的な支援がなく、欧
米諸国に比較すると非常に苦しい生活を送っていること
が多いです。ほとんど支援がない状態では今後人口が
減少していく中でほとんどインセンティブのない研究者を
目指す人が我が国において減少し、またアジア諸国か
ら日本を目指す人も少なくなることが予測されます。若
者たちを大いに援助することが必要であると考えます。
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支援は必須で
あると考えま
す。

418
大
学

30
～
39
歳

厚
生
労
働
省

25107

長寿・
障害総
合研究 
難病・
がん等
の疾患
分野の
医療の
実用化
研究の
一部
（精神
関連研
究分
野）（仮
称）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

認知症を含め
た神経変性疾
患／精神疾
患については
さらなる研究
を推進すべき
である。

高齢化社会を含めて、がんと認知症は非常に大きな社
会問題となっています。特に2055年の人口統計を考え
ると、日本人の半数近くがその予備軍となることが考え
られます。緩徐進行性である認知症が10－20年にわた
り本人のみならず介護者に負担を与えること、その介護
者の人口が減少することを考えること、さらに第2相治験
から開始できるがんと比べると認知症創薬は10年かか
ると予測されます。今から研究を大きく進めないと、将来
的に治療薬があらわれない可能性があります。

419
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24134

戦略的
創造研
究推進
事業
(社会
技術研
究開発
事業を
含む）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

本事業は大い
に進めるべき
であると考え
ます。

ボトムアップの科研費と異なり、国の施策としてのトップ
ダウン的な研究費は、国家の方向性を示す上でも必要
と考えます。特に疾患研究を主体とした方向性の研究
は国民の生活の向上を考える上で最も重要と考えま
す。

420
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24154

研究者
の養成
（海外
特別研
究員、
若手研
究者イ
ンター
ナショ
ナル・ト
レーニ
ング・プ
ログラ
ム）

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

海外に行くた
めにお金をつ
けるのではな
く、自ら海外
に出て外国人
研究者と同じ
土俵で海外研
究期間で研究
することに対
するインセン
ティブを設け
るべき。

アメリカの研究室では大学院生も含めて全員、ボスに給
料を払ってもらっていて、研究室に入るために厳しい競
争を勝ち抜いてきている。もちろんサボっていればクビ
になるかもしれないという暗黙のプレッシャーもある。そ
んな環境では、何のリスクも負わず、海外特別研究員が
終わったら帰るところのある日本人研究者が来て、のん
びり観光気分で滞在しても、「アメリカって厳しいな、日
本人でよかった」程度の感想を持つのがオチ。現地の学
生からは異質な存在と見られ、「あいつは何しに来たん
だ」というように思われるだけ。現地のポスドクや学生と
同じ条件で勝負しなければ、世界レベルで戦える人材
は育たない。そもそも優秀な若手なら海外の大学で給
料を払ってでもほしがるはず。リスクを負ってでも世界レ
ベルを経験することをもっと推奨するべき。例として、大
学での新規採用教員には海外研究経験2年以上を条件
とし、その間に出した研究成果を重視するなどした場合
に大学に予算を追加するなど。

421
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24122

革新的
タンパ
ク質・
細胞解
析研究
イニシ
アティ
ブ

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

大きく研究を
進めるべきで
あると考えま
す。

創薬研究において構造生物学の重要性は年々増してい
ます。またこれまでに解析されなかった膜蛋白などの高
難度蛋白が創薬標的であることが多いため、そういった
蛋白に対して挑戦的な枠組みの中で構造解析・創薬研
究を行う必要があります。そういった方向性の研究は、
大いに支援するべきであると考えます。

採択予定人
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422
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24009
特別奨
励研究
員事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

数の設定根
拠が不明であ
るとともに、や
や少なすぎる
印象がある。
また、受け入
れ研究機関に
おける体制整
備等に係る経
費が計上され
ていないが、
不可欠な経費
ではないか。
テニュアトラッ
ク制度などと
連動して、若
手研究者が
長期的に安定
して研究に取
り組める環境
を整備する一
環としての制
度設計が検
討されるべき
ではないか。

少数精鋭でという考え方は理解できるが、分野をどの程
度カバーできるのか疑問が残る。また、若手研究者が
十分に活躍するためには、受入機関において、活動場
所なども含めて十分な体制が出来ていることが不可欠
と思われる。それがなければ、本施策の効果は激減す
ると思われるので、必ず対応が必要であると考える。ま
た、単に一定期間支援するというだけではなく、長期的
な視点での若手研究者の処遇も考慮された施策である
べきであると考える。

423
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

貴重な施策で
あり、推進す
ることが望ま
しいと思われ
る。しかし、大
学等でのポジ
ションは以前
として少ない
ままであり、テ
ニュアトラック
制度で活躍し
た若手研究者
のその後も含
めた検討が必
要であると考
える。

若手研究者のロールモデルの一部になるようある程度
継続して実施されることが必要であると考える。また大
学などの受入機関における制度やインフラの整備もあ
わせて充実されるべきと思われる。

改
善・
見
直
し

重粒子線によ
るがん治療
は、治療開始
からすでに優
れた治療成績
を残しており、
国内外に広く
普及しつつあ
るが、治療の
標準化や最
適化について
は、いまだに
十分な検討が
進んでおら
ず、今後研究

重粒子線がん治療は、急速に広く普及したが、反面治
療の標準化や最適化が遅れている。リスク低減のため
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424

公
益
法
人

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24117

重粒子
線を用
いたが
ん治療
研究

を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

を加速させる
必要がある。
一方で、治療
システムの開
発について
は、それを販
売している民
間企業がもっ
と大きな役割
を担うべきで
ある。個人の
放射線治療
効果予測研
究は見直しが
必要であり、
正常組織障
害や2次発が
んに関する研
究も推進すべ
きである。

にも、研究を加速する必要がある。一方で、普及が進ん
だ現状では、次世代の治療システム開発等において、
利益を得ているメーカーが、なお一層研究をサポートす
べきである。個人の放射線治療効果予測に関する研究
は、いまだに成果が見えず、見直しが必要である。むし
ろ、取り残されている正常組織障害等に関する研究に
重点を置くべきである。

425

公
益
法
人

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24119

ナショ
ナルバ
イオリ
ソース
プロジ
ェクト

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

ライフサイエ
ンス研究を推
進するにあた
り、バイオリソ
ースの充実
は、日本が世
界において研
究をリードす
る上で不可欠
な「財産」であ
り、もっとも優
先度を高くす
べきである。
欧米のバイオ
リソースとの
連携を強化
し、日本国内
において品質
の良い材料
が、低価格で
素早く利用で
きるように、さ
らなる充実を
図るとともに、
その技術を大
学・研究機関
の研究者に普
及する教育的
活動も、一層
充実させてほ
しい。

ライフサイエンス分野において、バイオリソースの充実
は、日本の研究レベル向上に直結し、品質の良い材料
が、低価格で素早く恒常的に入手できる環境が整備さ
れれば、個々の研究者がリソース維持・管理するための
研究費節約と時間の効率化に直結する。また、現在も
行われているが、実習を伴う講習会などをさらに充実さ
せ、技術を還元することにより、バイオリソースの有効活
用が促進され、国内から優れたリソースが生み出される
ようになる。

改
善・
見
直
し

我が国の科
学技術を牽引
する研究活動
を根幹から支
えるものであ

スピードや成果が特に要求される昨今の研究潮流は、
時として自由な発想や独創的な研究の妨げになる場合
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426
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

る。各種競争
的資金の配
分項目を増や
すことも重要
であるが、き
わめて大胆な
本基盤施策
の拡充が必
要と考える。

がある。これは、いわゆる時代の流れに乗る風潮を助
長してしまい、研究活動の画一化も招きかねない。新た
な知の創造や未来を切り拓く研究活動は、世界を牽引
する研究レベルを保持するのに不可欠であり、研究基
盤強化のためにも本施策のより一層の拡充すべきであ
るからである。

427
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24143

大学院
教育改
革推進
事業の
うち、グ
ローバ
ル

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

国際的に卓越
した教育研究
拠点を形成す
る取組を支援
する本施策の
理念は共感す
るが、本施策
は縮小すべき
である。

本施策の予算執行状況に関しては、大学院生に対して
RA費と称したばらまき感も散見する。 
競争的資金は数多く存在し、拠点研究大学に研究費が
一極集中している現状を考えると、他の地方大学への
支援に回したほうがよいのではと考える。

428
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

科学研究費
補助金は，さ
らに拡大し強
力に推進すべ
きと考えま
す．

科研費は，我が国の最も基礎的な競争的研究資金であ
り，その審査プロセスも公平性，透明性が高く優れた制
度です．現在の科学技術政策は，「成功例」への過度な
配分がなされています．iPS細胞や，はやぶさの成功を
10年前に誰が予測したでしょうか？このように，どのよう
な技術が成長していくかは，予測不可能です．成功例を
産業に結び付ける努力と同じか，それ以上に，次世代
の成功例を生み出す土壌たる科研費を充実させるべき
と考えます．

429

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24161

ITER計
画（建
設段
階）等
の推進

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

このまま推進
すべきと考え
ます。

核融合エネルギーは燃料が偏在せず豊富であること、
原理的に高い安全性を有すること、核拡散の制約を受
けないといった特徴があり、日本にとって国産エネルギ
ーとなり得るばかりか途上国を含めた地球規模での基
幹エネルギー需要を長期的に代替しうる革新的エネル
ギー源となります。核融合エネルギーの実用化は低炭
素社会の実現に繋がるだけでなく、日本の新たなエネ
ルギー戦略・産業の発展にも繋がると考えられます。

430
大
学

30
～
39
歳

内
閣
府

13101
沖縄科
学技術
大学院
大学の
開学準

推
進
す
べ
き
で
は

科学技術研
究はハードと
ソフトの両輪
がうまく回って
初めて成果が
出るものであ
るため，最先
端研究を推進
する研究者の
誘致や若手

10年間で経営上，持続可能な軌道に乗せられるかにつ
いて不明である。
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備 な
い

研究者，学生
の育成などよ
り具体的な検
討が必要であ
る。

431
大
学

30
～
39
歳

警
察
庁

15001

火災鑑
定にお
けるシ
ミュレ
ーショ
ン技術
実用化
に関す
る研究

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

火災鑑定にお
けるシミュレ
ーション技術
の開発の必
要性は理解で
きるものの，タ
ーゲットにして
いる研究開発
の内容が狭
い。 

国民との科学・技術対話推進への対応について，得ら
れた研究成果をさらに広く発信できる方法を探索すべき
である。 

432
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

本事業は若
手研究者の
一人として、
最も期待して
いる施策の一
つです。自立
的研究環境を
求める若手研
究者の数を考
慮して、新規
の採用人数を
増やしていた
だきたい。

自立的研究環境を求める若手研究者は、様々な研究分
野ごとに多数存在する。その一方、テニュアトラック制を
実施する大学によって、その研究分野は限定される。新
規の採用人数を増やすことによって、可能な限り、すべ
ての分野の研究者が応募できる機会を与えていただき
たい。

433
大
学

30
～
39
歳

警
察
庁

15002

飲酒運
転者の
医学・
心理学
的な判
定法に
関する
研究

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

飲酒運転者を
対象とした医
学・心理学的
判定法の開
発の必要性
は理解できる
ものの，具体
的な研究の方
法論が不明で
ある。 

概算要求額の半分以上が雑役務費であり，具体性に欠
ける。 

434
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

基盤研究（C）
だけでなく、基
盤研究の最も
中心となる基
盤(B)も、新規
採択率を30%
は維持するよ
うに、早急に
拡充する必要
性がある。

基盤(B)の研究費レベルが、一つの研究室を運営する上
で、研究経費の実質的なぎりぎりのところであり、若手
の独立した有望な研究者をこれから多数創出しても、こ
の基盤(B)が獲得できなければ、結局、成果を生み出す
前に研究室を閉鎖しなくてはならない運命に陥る。
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435

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

そ
の
他

テニュアトラッ
ク制度を普
及・定着させ
る事自体は重
要である。し
かし、テニュア
トラックの期
間中に、研
究、教育、雑
務等の活動を
充分にこなす
ことが出来て
いれば、期間
終了後にテニ
ュア（任期無
しのポスト）へ
昇格できるこ
とが前提とな
っているべき
である。その
ためには、数
年後にテニュ
アポストをテ
ニュアトラック
の定員とほぼ
同数確保する
事が必要で、
そのための施
策を同時に進
めることが必
要であると考
える。 

優秀な若手研究者が、落ち着いて研究、教育活動に取
り組む環境を作る事が、限られた人的資源を有効活用
するために必要だと考える。そのためのキャリアパスと
して、この制度が活かせると良いと思う。ただ、若手研究
者の一時避難的なポストとして、「テニュアトラック制度」
という任期付きポストを用意する、ということであれば、
本事業を支持しない。「若手研究者の使い捨て」とも言
える現状を良くする施策の実施を望みたい。 

436
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24178
SPring-
8

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

SPring-8の光
でしか解決で
きない分子科
学の課題があ
り、ここから大
きな発展をし
ている。運営
や経営につい
ても世界の放
射光実験施
設が多く興味
を寄せてい
る。私たちの
研究は
SPring-8がな
いとここまで
進まなかった
し、新しい物
質を扱うこと
で放射光の利
用の在り方も
変えられてき
ている。相乗
効果が大きい

世界で最も輝度の高い放射光を有する実験施設であ
り、日本の英知が集結した結晶ともいえる。ここで得られ
る光によりさまざまな研究分野が発展しているだけでな
く、光そのものの性質を究極な状態で作り出すという根
本もになっており、フランスやアメリカの同世代の放射光
実験施設はSPring-8のアンジュレータの原理を大いに
参考にしている。すなわち、実際に運用している現場で
次世代の放射光を放出することのできる若手育成にも
重要であるためこのまま推進すべきであると考える。
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研究現場であ
る。

437
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究補助
金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

大学の予算
は主に学生の
学費により成
り立っている。
これは学生の
教育に重点を
おいている大
学である場
合、研究を遂
行するために
は本来の目
的と異なって
くる。ただし、
理系の研究
の場合にはよ
い研究の上に
教育が成り立
つと考えると、
ある程度の設
備や課題の
設定において
費用が必要と
なる。そのた
め、学術的な
研究を客観的
に評価する科
研費制度は
不可欠であ
る。

今回、意見を受け入れていただく機会をいただき、大変
光栄に存じます。私自身、若手研究（A）を拝受したとき
には非常に感動しました。申請書は内容だけでなく、将
来的な研究のビジョンまで問われています。すなわち研
究者として成長するためにもこのような制度により自信
の研究を何らかのかたちでいずれ還元できるように努
力し、血税で研究をしているありがたさをかみしめながら
日々過ごすことは、真摯な研究の姿勢にならざるを得ま
せん。企業と異なり、アカデミックの研究はすぐに目が出
るものではありません。その展望を評価し資金と投入し
ていただける制度は、私どもの分野では科研費以外に
ありません。このような理由から、科研費はこのまま推
進すべきであると考えます。 

438
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24153

科学コ
ミュニ
ケーシ
ョン連
携推進

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す

地域の博物
館等の支援を
するというの
は、日本の科
学技術・知識
をよのなかに
還元でき、訪
れた人の新し
い視野を広
げ、地域を活
性化するため
に間接的にで
も効果がある
と思われ非常
に良いことで
ある。 
内容が難しく
書かれている
が、ターゲット
となる年齢層
は、未来の科
学技術開発
者、アカデミッ
クな基盤研究
者となる若年

昨年秋に初めて事業仕分が行われた際、私どもの研究
そのものの立場が危ぶまれるような錯覚に陥るほどの
衝撃をうけた。資源の乏しい日本は技術力と教育力でカ
バーしなくてはならない。先端科学技術は、いつになっ
ても終わりがないものである。すなわち常に先端を担う
であろう若い研究者の芽をむやみに踏みつぶさないよう
にしなくてはいけない。科学技術にかかわるテーマの大
幅な経費削減の危機は、私たち研究者が一般の方たち
にうまく伝えきれていないことも原因の一つであると反
省している。そのためにも博物館や資料館、そしてそこ
で働く方たちに私たちの翻訳者となっていただくことは必
ず50年後や100年後の日本を今と同じ技術レベルで支
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べ
き

層に絞っては
よいのではな
いだろうか。
小学生や中
学生から自然
に身近である
ことを理解で
きれば、一般
の方たちにも
素直に最先端
研究の必要
性をわかって
もらえるので
はないかと思
う。

えらるたくましい人材発掘につながるものと思う。

439
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24105

JST 
先端的
低炭素
化技術
開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

無駄を出さな
い、二酸化炭
素を排出しな
い、これらを
含めて質の高
い生産を続け
ていくことは
利点が大き
い。京都議定
書の際にもこ
こまでは考慮
しきれていな
い部分があっ
たようである。
資源の乏しい
日本で技術が
これらのステ
ラテジーを支
えることは十
分に可能であ
る。

これを大きなスローガンとして行うことは、日本は世界に
おける低炭素生産技術にかかわるイニシアチブを確保
できると考えられる。このような理由から、引き続き推進
すべきであると考える。

440
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24152

スーパ
ーサイ
エンス
ハイス
クール
支援事

こ
の
ま
ま
推
進
す

若い世代にサ
イエンスの楽
しさ、本質の
深さを知る機
会を与えるこ
とは日常生活
を効率的に正
確にとらえる
ためにも重要
である。理科
教育において
は実験を行わ
ないで大学の
理工系に入学
する高校生も
いるため、大
学での実習で
もその不慣れ
な手つき、原
理を考えずに

理工系に興味のある学生を増やすことは大切で、さらに
大学入学前にある程度の考え方やとらえ方などがみに
ついているのは大学入学後、そして卒業へ向けた自分
の将来像にも大きく影響してくるのではないか。まだこの
事業を経てきた学生を私は大学の研究室で指導したこ
とはないが、まだ始まったばかりの印象があり、もうしば
らく続けていただきどの程度高校時代の影響が社会人
になる時の様相に影響していくのかということを知りた
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業 べ
き

試験管を振る
様子などに
は、はらはら
する。この事
業を遂行する
ことで、高校
の先生方も実
習や実験に前
向きに取り組
み、大学とも
連携を試みる
など非常に効
果を上げてい
る実感があ
る。

い。このような理由で本事業はこのまま推進すべきであ
ると考える。

441
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24148

理科教
育等設
備整備
費

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

安全な環境
は、科目に依
らない。理科
の場合は実
験があるので
最低限の安
全を確保し持
続させるため
には定期的な
環境の整備
が必要であ
る。いい環境
で興味深い実
験から若い年
齢層が理工
系に興味を持
つ大切な機会
である。

小学校や中学校の理科教育の安全で安定した実験・観
測環境は、質の高い理科教育には当然必要である。そ
のため、この事業はこのまま推進するべきであると考え
る。

442
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24180

ナノテ
クノロ
ジーネ
ットワ
ーク

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

私どもの研究
の場合、
SPring-8利用
とナノテクノロ
ジーネットワ
ーク推進事業
とのかかわり
によって恩恵
を受けてき
た。すなわ
ち、本来、マ
シンタイムに
かかわる費用
を負担しなく
てはいけない
部分がこれに
よりもう一段
階審査を受け
て免除される
ことでSPring-
8にとっても私
どもにとっても
効率よく成果

ナノテクノロジーは、まだ切り拓くべき課題が山積してい
る。世界の中での競争に勝ち抜き、イニシアチブを獲得
するためにも、定常的にこの事業を推進していくことが
必要であると考える。
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を上げること
に結び付い
た。

443
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20001

国際連
携によ
るサイ
バー攻
撃予
知・即
応技術
の研究
開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

サイバー攻撃
による対策を
国際連携によ
り推進するこ
とは必要不可
欠であるた
め，このまま
推進すべきで
ある。 

サイバー攻撃による対策として，早い段階で情報収集ネ
ットワークを国際的に構築することが必要不可欠と考え
られるため。

444
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20002

グロー
バル展
開型通
信衛星
技術開
発事業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

通信衛星技
術の開発の
必要性は理
解できるもの
の目標達成レ
ベルの国際的
な位置付けが
不明確であ
る。

世界一の成果を得るためには，費用，期間ともに不十
分であると考えられ，本事業の目的が不明確である。

445
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20003

新世代
通信網
テスト
ベッド
（JGN-
X）構築
事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

新世代ネット
ワークを国際
的に先駆けて
構築すること
は，我が国の
産業基盤の
強化につなが
るもので，こ
のまま推進す
べきである。 

現代社会において，情報通信ネットワークは社会の根
幹をなすものとなっており，新世代ネットワークの早い段
階での構築が求められるため。 

446
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20004

脳の仕
組みを
活かし
たイノ
ベーシ
ョン創
成型研
究開発

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

脳研究は他
の省庁による
プロジェクトで
既に多くの支
援がなされて
おり，重複が
見られるため
一元化すべき
である。 

脳研究は既に多くの省庁で同様のプロジェクトが設けら
れているため。 

447
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20005

周波数
有効利
用に資
する次
世代宇
宙通信
技術の
研究開
発（動
的偏
波・周
波数制
御によ
る衛星
通信の

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

衛星通信の
周波数利用
効率の向上
はさまざまな
電波を利用し
たサービスに
つながる要素
技術であるた
め，このまま
推進すべきで
ある。 

周波数の利用効率を1.5倍以上に高める点について高く
評価できる。 
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大容量
化技術
の研究
開発）

448
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20006

ホワイ
トスペ
ースに
おける
新たな
ブロー
ドバン
ドアク
セスの
実現に
向けた
周波数
高度利
用技術
の研究
開発

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

周波数利用
効率の向上
は不可欠であ
るが，本事業
で目標として
いる達成レベ
ルが低い。

研究開発目標を見直し，さらに高いレベルでの実現を目
指すべきである。

449
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20007

消防隊
員の安
全確保
のため
の研究
開発

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

本事業で目的
としている研
究は，多くの
研究機関にお
いて既に要素
技術が開発さ
れている段階
にあり，効率
の良い統合に
より達成可能
と思われる。 

研究開発目標ならびに実施体制について見直すべきで
ある。 

450
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20008

危険性
物質と
危険物
施設の
安全性
向上に
関する
研究

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

研究の必要
性は理解でき
るものの達成
目標が曖昧で
あり，見直す
べきである。

達成目標ならびに実施体制についても再検討が必要と
思われる。

451
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20009

大規模
災害時
の対応
力強化
のため
の情報
技術の

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で

研究の必要
性は理解でき
るものの達成
目標が曖昧で
あり，見直す

達成目標ならびに実施体制についても再検討が必要と
思われる。
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研究開
発

推
進
す
べ
き

べきである。

452
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20010

多様化
する火
災に対
する安
全確保
に関す
る研究

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

研究の必要
性は理解でき
るものの達成
目標が曖昧で
あり，見直す
べきである。

達成目標ならびに実施体制についても再検討が必要と
思われる。

453
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20101

最先端
のグリ
ーンク
ラウド
基盤構
築に向
けた研
究開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

多種多様なＩＣ
Ｔサービスを
柔軟に利用可
能となるクラ
ウドサービス
は，今後の産
業において極
めて重要であ
るため，この
まま推進すべ
きである。 

クラウド関連技術の研究開発を推進することは，我が国
の産業基盤の強化につながるため。 

454
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20102

超高速
光エッ
ジノー
ド技術
の研究
開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

我が国の光
通信分野にお
ける技術は世
界トップレベ
ルの国際競
争力を保持し
ており，このま
ま推進すべき
である。

光通信インフラの構築は，我が国の産業基盤の強化に
つながるため。

455
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20103

ライフ
サポー
ト型ロ
ボット
技術に
関する
研究開
発（昨
年度の
施策
名：高
齢者・
障がい
者（チャ
レンジ
ド）のた

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ

人間支援ロボ
ットの早い段
階での実用化
は高齢化社
会において必
要不可欠であ
り，このまま
推進すべきで

ロボティクス関連の事業は他の省庁にも多くあり，連携
が不可欠である。 
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めのユ
ビキタ
スネット
ワーク
ロボット
技術の
研究開
発）

き ある。 

456
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20104

クラウ
ド対応
型セキ
ュリティ
技術の
研究開
発（昨
年度の
施策
名：大
規模仮
想化サ
ーバ環
境にお
ける情
報セキ
ュリティ
対策技
術の研
究開
発）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

多種多様なＩＣ
Ｔサービスを
柔軟に利用可
能となるクラ
ウドサービス
は，今後の産
業において極
めて重要であ
るため，この
まま推進すべ
きである。 

クラウド関連技術の研究開発を推進することは，我が国
の産業基盤の強化につながるため。 

457
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20105

光空間
通信技
術の研
究開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

光空間通信プ
ロトコル技術
の開発は，今
後の産業にお
いて極めて重
要であるた
め，このまま
推進すべきで
ある。

光空間通信プロトコル関連技術の研究開発を推進する
ことは，我が国の産業基盤の強化につながるため。

458
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20106

準天頂
衛星シ
ステム
の研究
開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

準天頂衛星
初号機打上
の成功を受け
て，このまま
推進すべきで
ある。 

衛星による測位システムを我が国として独自の基盤を
有することは国際社会における競争力強化に不可欠で
あるため。 

459
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20107

戦略的
情報通
信研究
開発推
進制度

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ

情報通信技
術分野の独
創性・新規性
に富む研究開
発の開発は，
我が国の産
業基盤の強
化に不可欠で
あり，このまま

世界を先導する独創性・新規性の高い研究開発の創出
や若手研究者・女性研究者の育成は我が国の将来を
左右する重要な事項であり，積極的な推進が望まれる。
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き 推進すべきで
ある。 

460
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20108

ICTグリ
ーンイ
ノベー
ション
推進事
業（昨
年度の
施策
名：地
球温暖
化対策
ICTイノ
ベーシ
ョン推
進事
業）

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

低炭素社会
の実現にあた
って本事業の
必要性は理
解できるが，
他の省庁でも
同様の事業
があり，達成
目標について
も再考すべき
である。 

達成目標は相対的に低く，費用対効果を考えるとさらに
高いレベルでの実現が求められる。 

461
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20109

革新的
な3次
元映像
技術に
よる超
臨場感
コミュニ
ケーシ
ョン技
術の研
究開発

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

超臨場感コミ
ュニケーショ
ン技術の研究
開発は次世
代産業の創
出を誘発する
ものであり必
要と考えられ
るが，実施体
制については
再考すべきで
ある。 

大学，研究機関の参画により，さらに多くの成果が得ら
れ，かつ早い段階での目標達成が見込まれる。 

462
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24149

国立大
学法人
等施設
の整備

そ
の
他

老朽化した施
設の拡充およ
び耐震化や環
境対策は賛
成ですが，教
員や教員を補
助する人員の
確保や維持も
必要と思いま
す．

現在の教員は本来業務である教育と研究以外の業務
が多くなってきており，教員自体の数も減って一人当た
りの業務も増え，さらに，補助要員（技官などの技能者
など）も少なくなりつつあります．どんなに立派な施設が
できても，その施設を活用できる人間が活用できる環境
にいて初めてその施設を１００％活用できるようになると
考えます．

463
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20110

フォトニ
ックネッ
トワー
ク技術
に関す
る研究
開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

フォトニックネ
ットワーク技
術の研究開
発は次世代
産業の創出を
誘発するもの
であり必要と
考えられる
が，実施体制
については再
考すべきであ
る。 

大学，研究機関の参画により，さらに多くの成果が得ら
れ，かつ早い段階での目標達成が見込まれる。 

改
善・
見

新世代ネット
ワーク基盤技
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464
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20111

新世代
ネット
ワーク
基盤技
術に関
する研
究開発

直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

術の研究開
発は次世代
産業の創出を
誘発するもの
であり必要と
考えられる
が，実施体制
については再
考すべきであ
る。 

大学，研究機関の参画により，さらに多くの成果が得ら
れ，かつ早い段階での目標達成が見込まれる。 

465
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20112

ユニバ
ーサル
音声・
言語コ
ミュニ
ケーシ
ョン技
術の研
究開発

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

ユニバーサル
音声・言語コ
ミュニケーショ
ン技術の研究
開発は次世
代産業の創
出を誘発する
ものであり必
要と考えられ
るが，実施体
制については
再考すべきで
ある。 

大学，研究機関の参画により，さらに多くの成果が得ら
れ，かつ早い段階での目標達成が見込まれる。 

466
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20113

ワイヤ
レスネ
ットワ
ーク技
術に関
する研
究開発

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

ワイヤレスネ
ットワーク基
盤技術の研
究開発は次
世代産業の
創出を誘発す
るものであり
必要と考えら
れるが，実施
体制について
は再考すべき
である。 

大学，研究機関の参画により，さらに多くの成果が得ら
れ，かつ早い段階での目標達成が見込まれる。 

467
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20114

ネット
ワーク
セキュ
リティ
基盤技
術の推
進

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ

ネットワークセ
キュリティ基
盤技術の研
究開発は次
世代産業の
創出を誘発す
るものであり
必要と考えら
れるが，実施
体制について
は再考すべき
である。 

大学，研究機関の参画により，さらに多くの成果が得ら
れ，かつ早い段階での目標達成が見込まれる。 
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き

468
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20115

先端ＩＣ
Ｔ技術
に関す
る研究
開発

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

先端ＩＣＴ基盤
技術の研究
開発は次世
代産業の創
出を誘発する
ものであり必
要と考えられ
るが，実施体
制については
再考すべきで
ある。 

大学，研究機関の参画により，さらに多くの成果が得ら
れ，かつ早い段階での目標達成が見込まれる。 

469
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20116

電磁波
計測基
盤技術
の研究
開発

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

電磁波計測
基盤技術の
研究開発は
次世代産業
の創出を誘発
するものであ
り必要と考え
られるが，実
施体制につい
ては再考すべ
きである。 

大学，研究機関の参画により，さらに多くの成果が得ら
れ，かつ早い段階での目標達成が見込まれる。 

470
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20117

移動通
信シス
テムに
おける
周波数
の高度
利用に
向けた
要素技
術の研
究開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

移動通信シス
テムにおける
周波数の高
度利用技術
の研究開発
は次世代産
業の創出を誘
発するもので
あり，このまま
推進すべきで
ある。 

ユビキタスネット環境の実現は，我が国の産業基盤の
根幹をなすものであり，積極的な推進が望まれる。 

471
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20118

未利用
周波数
帯への
無線シ
ステム
の移行
促進に
向けた
基盤技
術の研
究開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

未利用周波
数帯への無
線システムの
移行促進に向
けた基盤技術
の研究開発
は次世代産
業の創出を誘
発するもので
あり，このまま
推進すべきで
ある。 

ユビキタスネット環境の実現は，我が国の産業基盤の
根幹をなすものであり，積極的な推進が望まれる。 

こ 地上／衛星
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472
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20119

地上／
衛星共
用携帯
電話シ
ステム
技術の
研究開
発

の
ま
ま
推
進
す
べ
き

共用携帯電
話システム技
術の研究開
発は次世代
産業の創出を
誘発するもの
であり，このま
ま推進すべき
である。 

地上／衛星共用携帯電話システム実現は，我が国の産
業基盤の根幹をなすものであり，積極的な推進が望ま
れる。 

473
大
学

30
～
39
歳

外
務
省

22101

地球規
模課題
に対応
する科
学技術
協力

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

地球規模課
題における問
題克服を目的
とする本事業
の必要性は
高く，このまま
推進すべきで
ある。 

国際共同研究の推進は我が国の国際社会における立
場をさらに強固にするために不可欠と思われるため。 

474
大
学

30
～
39
歳

外
務
省

22102

我が国
の環
境・エ
ネルギ
ー技術
の海外
展開支
援

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

地球規模課
題における問
題克服を目的
とする本事業
の必要性は
高く，このまま
推進すべきで
ある。 

国際共同研究の推進は我が国の国際社会における立
場をさらに強固にするために不可欠と思われるため。 

475
大
学

30
～
39
歳

外
務
省

22103

インフ
ラ海外
展開の
基盤整
備支援

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

グローバル人
材育成を目的
とする本事業
の必要性は
高く，このまま
推進すべきで
ある。 

開発途上国の支援は我が国の国際社会における立場
をさらに強固にするために不可欠と思われるため。 

476
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24001

大学発
グリー
ン・イノ
ベーシ
ョン創
出事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

グリーン・イノ
ベーションに
よる我が国の
成長に不可欠
な人材育成，
研究開発，新
技術の実証
及び技術の国
際展開のため
の体制と活動
を強化する本
事業の必要
性は高く，こ
のまま推進す
べきである。

環境エネルギー分野における我が国の優れた大学等
のネットワークにより生み出される人材及び研究成果は
グリーン・イノベーションの創出にあたって不可欠である
ため。 

文 海洋生

こ
の
ま

海洋生物資
源を安定供給
するための基
盤的技術開
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477
大
学

30
～
39
歳

部
科
学
省

24002

物資源
確保技
術高度
化

ま
推
進
す
べ
き

発は我が国
の食糧として
の海洋生物
資源の確保に
おいて不可欠
であり，このま
ま推進すべき
である。 

安定的，持続的な海洋生物資源の確保は我が国の基
盤として不可欠であるため。 

478
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24003

（独）海
洋研究
開発機
構運営
費交付
金「海
洋資
源・エ
ネルギ
ーの探
査・活
用技術
の研究
開発」

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

海洋資源・エ
ネルギーの探
査・活用技術
の開発は我
が国の経済
が持続的に成
長していくた
めに必要不可
欠であり，こ
のまま推進す
べきである。 

海洋資源の活用を図っていくことは，我が国の経済の持
続的発展に必要不可欠であるため。 

479
大
学

30
～
39
歳

内
閣
府

13101

沖縄科
学技術
大学院
大学の
開学準
備

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

沖縄科学技
術大学院大
学の中止。

少子化により大学院へ進学する学生が減っているため
新規に大学院を開設する必要がない。 
大学院修了者は、ポスドクとして就職するであろうが、そ
の次の就職保障がない（ポスト・ポスドク問題）。 
大学院を開設するよりも研究者が腰を据えて研究活動
に専念できる安定した環境を整備すべきである。

480
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

日本における
科学技術のも
っとも根幹的
な施策であ
る．特に若手
研究者の自
由な発想に基
づく研究の実
施に重要な役
割を果たして
おり，世界をリ
ードする科学
者を育て，日
本の将来の
科学技術水
準の維持に不
可欠な予算で
ある．他の施
策に比較して
も，最も優先
される予算だ
と考える．

近年中国の科学技術予算が増加し，中国人若手研究
者が各分野で様々な成果をあげている．しかしながら，
中国と日本の研究者の違いは，中国はアメリカの研究
の流れを追う傾向があるのに対し，日本は世界の流れ
を追うだけでなく，新しい視点や分野の開拓を目指す研
究が多い．そのような日本の研究を支えているのがこの
科学研究費補助金であると考える．

各大学の独
自色が打ち出
されて運営が
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481
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

なされている
が、各大学の
考え方や方針
が必ずしも同
じではないた
め、待遇やそ
の後の処遇な
どにばらつき
が生じること
が懸念され
る。もう少し詳
細に事業方針
枠を設定して
頂き、大学間
で格差が出な
いようにして
頂きたい。

研究教育に打ち込める環境のはずが、雇用体系の問題
やそれに伴う奨学金返還の問題など、研究以外の部分
で時間を取られることが多く、また大学への予算の削減
がなされるなど不安要素が多い。

482

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24161

ITER計
画（建
設段
階）等
の推進

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

装置建設に関
しては、１日
の遅れが１日
の核融合炉
実現の遅れと
考え、遅滞な
く進めるべき
である。 
資料には、人
材育成に関す
る観点からの
記述が無かっ
たが、特にサ
テライト・トカ
マクは国内研
究をリードす
る役割も果た
すべき装置で
あり、若手が
活躍できる研
究環境（ポス
トを含む）の
確保すべきで
ある。

核融合炉開発研究は装置の設計建設に時間を要すた
め、まだ数10年の期間が必要と考えられる。長期に渡る
開発研究を遂行するには、技術と知識の継承が極めて
重要である。つまり、若い人材を確保し、活躍の場を与
えることで人材養成することが重要である。サテライト・ト
カマクは、現在世界でトップレベルにある日本の核融合
研究の遂行能力を維持し、向上させるために必要不可
欠の装置である。ITERとともに、国内の旗艦となる装置
を遅滞無く建設し、継続的に研究を進めることは我が国
の将来のエネルギー源確保のために極めて重要であ
る。

次世代
こ
の

非常に重要な
課題であると
思います。が
ん研究は現在
多岐に渡って
おり、様々な
面から研究が
なされており、
私自身がんの
基礎研究に携
わっておりま
すが、基礎研
究と臨床研究
の距離はまだ
かなりあると

がん研究を行う者として、自ら見出した新しい知見が治
療や診断に応用されるのは大変嬉しいことだと思いま
す。ただ、現在の大学など研究機関においては、基礎研
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483
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24004

がん研
究戦略
推進プ
ロジェ
クト

ま
ま
推
進
す
べ
き

感じていま
す。製薬企業
でなく公的機
関でがん研究
の大きなプロ
ジェクトを行う
のであれば、
ぜひよりチャ
レンジングな
テーマも含む
ものであれば
と思います。
公募がどのよ
うなものであ
るかわかりま
せんが、若手
でも可能であ
ればぜひ応募
したく思いま
す。

究と臨床研究でうまく連携するのはまだハードルの高い
ことが多いです。そのため、製薬企業と共同研究する場
合も多いわけですが、機密の問題もあり効率よく社会に
貢献されるのは難しいと感じます。このプロジェクトによ
って基礎と臨床それぞれの研究者が同じ目標に向かっ
て研究を行える体制づくりの基盤が作られることは大き
な財産になると思います。

484
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24006

ライフ
サイエ
ンスデ
ータベ
ース統
合推進
事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

非常に重要な
課題であると
思います。こ
れまで国家プ
ロジェクトなど
で行われてき
たヒトゲノム
研究やその後
のポストゲノ
ム研究の成
果を共有し、
それぞれの分
野でより発展
するには、デ
ータベースの
構築・整備が
重要と思われ
ます。

私自身ライフサイエンス分野で研究を行っていますが、
研究を遂行する上で様々なデータベースを参考にして
います。海外には国や大学で作られ、全世界で情報共
有できるものがいくつか存在しているにも関わらず、日
本にはあまりないように感じます。ヒトゲノム・ポストゲノ
ム研究の成果をまとめ、情報共有できることは、実際の
実験研究と同じくらい重要であると思います。

485

公
的
研
究
機
関
（独
法・

30
～
39
歳

経
済
産
業

27021

低炭素
社会を
実現す
る超軽
量・高
強度革
新的融
合材料
プロジ
ェクト
（ＮＥＤ
Ｏ交付
金以外
分）ナノ

改
善・
見
直
し
を
し
た
上

国内におい
て、ナノマテリ
アルの有害性
試験に関して
同様の研究
が推進されて
いる（厚生労
働省25112）。
それにも関わ
らず、新規に
計画されてお
り、省庁間の
縦割りの弊害
が出ていると
考えられる。 
 
以下の理由に
より、研究は

複数省庁が関与している課題ついて重複の排除という
議論もあるようだが、複数の独立した機関で、同一の問
題について同時に行う意義はある。科学的に確実な結
論を導くには多くの証拠を束ねる必要があるからであ
る。 
また、結果を国際的な機関に提言することで日本がナノ
材料の評価に関する国際的な議論を先導する目的があ

25



公
設
試
等）

省 材料の
安全・
安心確
保のた
めの国
際先導
的安全
性評価
技術の
開発

で
推
進
す
べ
き

独立して推進
してもかまわ
ないと考える
が、国際的な
場に対しては
日本国とし
て、日本国内
の複数のプロ
ジェクトの結
果を総合し、
戦略を持って
発信するため
のプロセスな
り機関が必要
と考える。 

るならば、日本で行っている同様の事業の結果を束ね
て提言した方が、効果が大きいと考えられるからであ
る。

486
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

テニュアトラッ
ク制度自体
は、若手研究
者の自立を促
進でき大変よ
い制度だと思
います。近
年、様々な大
学でテニュア
トラックが導
入されていま
すが、アメリカ
などのテニュ
アトラックとは
性質が異な
り、うまく機能
していないよ
うに感じます。
日本のこれま
での縦型の体
制の中で、真
に若手が自立
できるシステ
ムを希望しま
す。

そもそも日本の大学の制度では、若手はどのように自
立できるのか、大変不安に思います。現在の制度では、
任期のないポジションに一度就いてしまうと、業績がなく
てもそのまま居続けることができてしまいます。定員の
問題もあるため、上がそのように詰まっていると、いくら
頑張ってもキャリアアップできない状態になってしまいま
す。ですが、これまでの制度と平行した状態での現在の
テニュアトラックの仕組みでは、研究室規模が小さくな
り、大きな仕事をするのが難しくなりそうなため、応募を
ためらってしまいます。

487
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金 こ

の
ま
ま
推
進
す
べ

昨年度か
ら、”若手研
究”への応募
に回数制限が
課せられ、若
手研究Sは停
止ととなって
います。これ
らの制約を再
び解除し、若
手研究者が
独立して研究
を行える機会
をより積極的
に与えるよう
な施策へと変

この施策は、研究者の自由な発想に基づく学術研究を
サポートするものです。この自由な発想は、若手研究者
から出てくる場合が非常に多いように思います。一方
で、実績のある年長の研究者は、周囲からの信頼を集
めているため、相対的にこの補助金を取り易いシステム
になっています。その結果、こうした年長の研究者が若
手の優秀な研究者を取り込み、若手研究者の意見を伺
ってからプロジェクトを提案することによって研究を進め
ていく場合が非常に多く見受けられます。若手研究者
は、これによって間接的に研究資金を与えられることに
なりますが、独立して研究する機会を失うため、年長の
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き 換することを
希望します。
つまり、若手
研究者だけに
与えられる研
究資金を積極
的に確保すべ
きだと思いま
す。

研究者との意見の相違によって研究が妨げられたり、
正当に評価されない（研究が成功しても年長の研究者
ほど大きく評価されない場合も多い）といった問題を抱
えることになっています。

488
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20009

大規模
災害時
の対応
力強化
のため
の情報
技術 
の研究
開発

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

研究開発目
標及び達成期
限に記載され
ている「未経
験の大災害
への対応を、
効果的に習得
することが可
能な訓練シス
テムを開発す
る。」に関し
て，未経験の
大災害への
対応を、効果
的に習得する
ことがそもそ
もできるの
か？という疑
問がある． 

上記の点について，どのようなシステムを開発しようとし
ているのかがよく分からない．さらに，そもそもシステム
を開発することで，経験したことのない大災害に対応で
きる能力を習得できるようになるものなのか？その効果
に疑問がのこるため．

489
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24154

研究者
の養成
海外特
別研究
員、若
手研究
者イン
ターナ
ショナ
ル・トレ
ーニン
グ・プロ
グラム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

博士課程学
生，もしくは博
士課程修了
後の博士研
究員等を対象
とした海外派
遣事業は今
後さらに推進
すべきであ
る．

最終的に日本国内で職を得る場合，博士課程学生，も
しくは博士課程修了後の博士研究員の期間は，２～３
年程度の海外での研究生活を経験できる最後の機会で
あり，世界レベルの研究を将来的に進める上で圧倒的
に貴重な経験となりうる．

490
大
学

30
～
39
歳

内
閣
府

13101

沖縄科
学技術
大学院
大学の
開学準
備

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

開学の準備と
は言え、他の
施策と比較し
て予算額、要
求額が多いと
感じる。

何の実績もない立ち上げ段階で、これだけのお金を投じ
る必要があるのか疑問。世界最高水準の教育を行うと
あるが、沖縄という地理的に不便な場所に、初期投資に
見合うだけの人材が集まるかも疑問である。何故、沖縄
で行うのか明確でない。ある程度の成果が出て来た時
点で追加投資しても遅くはないと思う。

27



491
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24012

博士課
程教育
リーデ
ィング
プログ
ラム

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

このような施
策を行ったと
ころで効果は
限定的なので
ないかと思
う。

本来、博士課程学生ともなれば、自ら考え、自ら行動す
ることが求められる。また、博士課程では往々にして（教
育面も含め）各研究室ごとの仕事やルールが最優先さ
れる傾向があり、このような施策が計画通りに進むとは
考え難い。文面は違うものの、実質的に、ＧＣＯＥプログ
ラムなどとどこが違うのか良く分からない。仮にこのよう
な施策により優秀な人材が輩出できたとしても、受け皿
の整備が出来ているのか疑問である。

492
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

疑いなく、推
進すべき事業
です。ほぼす
べての研究費
を科研費に一
本化してもい
いくらいです。

ほぼすべての基礎研究は科研費が支えて来たといって
過言ではありません。課題は公平な審査で選ばれま
す。科研費の衰退は、即、日本の科学の衰退を意味し
ます。

493
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

博士課程の
学生の授業
料を免除し、
生活費を給付
することは世
界の常識と考
えます。

この制度を劇的に拡大し、早く世界に追いつくことを強く
要望します。原則、全員が給付型奨学金をもらうべきと
考えます。そのために、大学院生全体の人数を減らして
もいいと思います（とくに修士課程の学生数）。

494
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24012

博士課
程教育
リーデ
ィング
プログ
ラム

そ
の
他

一読して、な
にをしようとし
ているのかわ
かりません
が、特定の大
学院の博士
課程の学生を
サポートしよう
というものでし
ょうか？

博士課程の学生の授業料を免除し、生活費を給付する
ことは世界の常識と考えます。このような制度を作るま
でもなく、原則、全員が給付型奨学金をもらうべきと考え
ます。 
 
一見すると、またもや我々大学教員の研究・教育以外
の用務を増やしてくれるような施策に見えます。これ以
上、勘弁してください。

大学から独法
に移籍し、部
門のミッション
研究と並行し
て独自の萌芽
研究を科研費
若手Ｓにて進
めています。
これまで後者
のテーマは自
由度の高い科
研費のサポー
トにより、計測
手法開発の
段階から試行
錯誤して研究
を立ち上げて
まいりました。
ミッション研究
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495

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

においては、
方向性・時
限・役割分担
がトップダウ
ン的に決めら
れており、必
ずしも研究者
個人の長所・
意思を生かし
た研究ができ
るとは限りま
せん。科研費
若手Ｓおかけ
で、海外から
も特徴ある研
究、将来性の
おある研究と
認められまし
た。所内で
は、既存のプ
ロジェクトと研
究メンバーが
優先であり、
late comerで
ある若手研究
者には執行部
からの予算配
分を頂く機会
が科研費に比
べて多くあり
ません。しか
し、専門家の
審査を経て、
決定される科
研費において
は、良い研究
をしてさえい
れば、必ず公
正な配分を頂
けます。 
 現状維持で
施策を継続し
て頂きたく、切
にお願い申し
上げます。

 研究所におけるプロジェクト研究では、既存のプロジェ
クトと研究メンバーが優先であり、late comerである若手
研究者には執行部からの予算配分を頂く機会が科研費
に比べて多くありません。出口までの展望が確実に開け
ていない研究の場合も同じです。そのような場合、専門
家の審査を経て、決定される科研費においては、良い
研究をしてさえいれば、必ず公正な配分を頂け、可能性
を拓く突破口となっています。是非、現状維持で施策を
継続して頂きたく、切にお願い申し上げます

496
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24009
特別奨
励研究
員事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推

JSPSで行っ
ている特別研
究員事業との
差異が分りま
せん。

応募できる制度が増える事は若手研究者として喜ばし
い事である一方で、異なる制度が増える事による応募
資料作成の手間の増加も無視出来ません。特別研究員
事業との差異化が明確である方が応募者のモチベーシ
ョンも上がると考えます。
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進
す
べ
き

497
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

これまでも日
本の基礎科
学の根底を支
えてきた非常
に重要な制度
であり、今後
も制度を拡張
しつつ是非推
進すべきだと
考えます。

まさに日本の基礎科学研究を支えている制度であり、非
常に有効に働いていると考えます。逆に、この制度がも
しなくなったとすれば、民間等からの研究助成システム
があまり発達していない日本においては、基礎科学の
発展に著しい支障を及ぼします。広範な研究者に比較
的少額が補助されるため、ばらまきだという批判もある
ようですが、基礎研究においては、研究の多様性の確
保が最も重要であり、むしろ広く薄く補助する事にこそ、
その最大の価値があります。また、別事業のさきがけ等
とは異なり、複数名の匿名レフェリーによる審査が行わ
れるため、配分方法も公正で透明性が高いと感じます。

498
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

各研究機関に
おける間接経
費の取り扱い
方が異なるよ
うに感じてお
ります．研究
者の研究遂
行のためにも
使われるよう
に，現在の間
接経費の指
針よりも，さら
に明確に示さ
れることが必
要かと思いま
す． 
H23概算要求
の内訳には，
基盤(C)の拡
充があります
が，これよりも
基盤(B)を拡
充した方が良
いように思い
ます． 

基盤研究のための競争的資金の拡充が，我が国の科
学・技術の基盤，学術研究の基盤を支えることにつなが
ると思います．今後も拡充し，継続していただきたく思い
ます．H23概算要求にあります基盤(C)の拡充よりも，基
盤(B)を拡充する方が，より挑戦的で画期的な研究を行
う機会が増え，我が国の学術研究の基盤作りには良い
ように感じます．

499
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24134

戦略的
創造研
究推進
事業
(社会
技術研
究開発
事業を
含む

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す

科学研究費
補助金等によ
りサポートさ
れる基礎科学
研究群の中
から発展しそ
うな研究をピ
ックアップして
戦略的に手厚
くサポートして
大きく飛躍さ
せるという趣
旨自体は非
常に妥当だと
考えます。し
かし、現行の

現行の研究総括・領域アドバイザーの「目利き」による
選抜システムは、うまく働けばポテンシャルの高い研究
課題を萌芽的段階でピックアップできますが、その一方
で、客観性を欠き身内に甘いものとなる可能性も高いも
のです。実際、さきがけやCREST等の採択者と研究統
括・領域アドバイザー間の人間関係が密接である場合
が多いことは、研究者間では半ば常識と化しています。
多数の応募の中からより高いポテンシャルを持つ研究
課題をきちんと客観的に選べるようなシステムへの改善
が望ましいと考えます。

30



べ
き

選抜システム
には改善・見
直しが必要だ
と思われま
す。

500
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24015
観測・
予測研
究領域

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

「達成目標及
び達成期限」
に書かれてい
る「・局地的短
時間豪雨に伴
う水・土砂災
害の早期予
測技術の開
発」では、国
土交通省で現
在進められて
いる「気候変
動に対応した
ゲリラ豪雨
（局地的大
雨）対策に関
する研究」と
の連携は取ら
れているので
しょうか。

国土交通省で進められているレーダー網整備との連
携、また、総務省で進められている「電磁波計測基盤技
術の研究開発」での降水レーダ開発、等と連携する事に
より成果が上がると考えられますが、省庁間の連携は
行われるのでしょうか。

501
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

若手SやAで
研究を行った
後に申請する
基盤Cが期間
3年となった
が、2年に戻し
てほしい。

たとえ若手AやSを得て研究をしてもその期間終了後
に、いきなり基盤Bを獲得するのは難しい。そこで基盤C
を獲得する必要があるが額が少なく研究を発展させにく
い。

大
30
～

文
部 科学研

改
善・
見
直
し
を
し

単年度会計に
よる膨大な無
駄と事務手続
きの煩雑さに
よる研究者の
疲弊をなくす
よう、早急に
改善しなくて
はならない。
このことは巨
大研究費を獲
得する研究者
であろうが、
比較的少額
の研究費を獲
得する研究者

科学研究費は、全ての分野の研究者に対して公正な審
査を経た上で学術研究を推進させる基盤となる重要な
施策である。科学立国日本を支えるために、短期的な
効率よりも長期的な利益を生み出すよう努めるべきであ
る。資源のない日本にとって科学技術がいかに重要な
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502

学 39
歳

科
学
省

24133

究費補
助金

た
上
で
推
進
す
べ
き

であろうが、
事務手続き上
の無駄や無
理解によって
研究を阻害さ
れている現状
に変わりはな
い。研究費の
不正使用を回
避すべく設け
られた規則が
かえって税金
の無駄遣いを
生み出してい
ることを理解
すべき。

もであるのかを国民に理解してもらい、将来の偉大な成
果と利益を生み出すための礎と位置づけ、諸外国より
科学研究推進が可能な国としてアピールできうるよう投
資すべきである。頭脳流出を防ぐことに加えて、海外の
優秀な研究者が積極的に日本へと参集し、その成果を
日本へと還元するような流れを作るべきである。

503
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

ハイリスク研
究の機会を約
２倍に拡大す
ることは評価
できるのです
が、その後
の、成果の萌
芽や、萌芽し
た場合のフォ
ローアップに
関するインセ
ンティブが必
要だと感じて
います． 
若手Bの採択
率を30%（比較
的高率）にす
るというのは、
次世代の研
究者の能力
強化として正
しいのか、疑
問に感じまし
た．

科学研究費補助金は、これまで我々研究者の研究活動
の根幹を支える予算であり、多くの成果を残してきたこと
は間違いありません．一方で、他の競争的資金に比べ、
長期的な活動を支援し難いような印象があります．

公
的
研
究
機 30 文

こ
の
ま

サイエンスを
推進する上で
最も大事なこ
とは次世代の
若手育成であ
り、実際に実
験を行う学生
のサポートで
ある。本事業
は大学院生を
サポートする
極めて重要で
ある。日本の
大学生は学
費も払う必要
があり、同世

上記により、金銭的サポートがなければ、必ず若手が育
つことはなく、また実際に実験を行う若手がいなければ
現在の研究レベルも維持できず、将来もない。本来なら
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504

関
（独
法・
公
設
試
等）

～
39
歳

部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

ま
推
進
す
べ
き

代の就職した
人間に比べて
金銭面で圧倒
的に不利であ
り、そのような
状況で基礎研
究をめざすこ
とは非常に厳
しい。本研究
員になるため
の競争も激し
く、優秀な学
生やポスドク
のサポートに
なっているこ
とを考え、奨
学金と同様に
重要な施策で
ある。

ば大学院生すべてに支給されてしかるべきだが、それ
は無理であろう。現在の競争率も高く、少なくとも現状維
持は必要である。これがなければ優秀だが金銭的余裕
がない将来を担う人材を失うことになり、明らかに国益
を損なう。

505
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

科学研究費
は、研究者が
独自の興味に
より基礎研究
を行うことが
できる、我国
唯一と言って
も良い公的研
究費であり
（「最先端研
究開発戦略
的強化費補
助金」なども
基礎研究に分
類されている
様ですが、
「グリーン・イ
ノベーション」
「ライフ・イノベ
ーション」とい
うお題目があ
る以上、本来
の意味での基
礎研究には成
り得ません）、
今後もさらに
拡充して推進
していくべき
だと思いま
す。

基礎研究の強みは、最初に応用を限定しないため、幅
広い応用を持つ基礎事実を発見できることにあります。
また科学技術の最初のアイディアを出す部分でもありま
すので、予算単価も安く、数多くの研究者をも巻き込ん
でいます。過去の日本の科学技術政策では「有望なア
イディアに力を入れる」という名目で、全く見込みのない
分野に多額の費用をつぎ込んできたということが多々あ
る様に思われます。科学研究費は審査体制、評価等も
長年の実績があり、他の研究予算と比較しても研究成
果に対して正当な評価がなされていると思います。多く
の独創的な研究を生み出したにも関わらず、予算対効
果の割合は極めて高いと思います。今後国が科学研究
費に投資することは、過去の様な無駄を避けるための
簡単な手っ取り早い方法だと思います。

506
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

こ
の
ま
ま
推
進
す

日本における
透明度の高い
テニュアトラッ
ク制度の定着
は必須であ
る。

世界における日本の科学研究水準を高く維持し、研究
における国際競争に打ち勝つため。また、優秀な人材
の海外流出を防ぐため。
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べ
き

507
大
学

30
～
39
歳

環
境
省

29105

里地里
山保全
活用行
動推進
事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

里地里山保
全・活用は非
常に重要な施
策だと思いま
すが、誰のた
めに保全する
のか・活用が
必要なのかを
明確にしてお
かないと、調
査結果が有
効に活用され
るのかわかり
にくいです．

「次世代の子供たちにとって」という視点からの活動が
必要なように感じました．

508
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24009
特別奨
励研究
員事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

優れた若手研
究者は職業と
して研究が認
められるべき
である。

優れた若手研究者が日本において職業として安定して
研究を遂行できる環境は、将来的に日本の国力向上に
つながる。

509
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

日本の科学
研究の維持
の根幹をなす
施策であり、
これまでの研
究レベルを維
持し、さらに高
めていくため
に、このまま
推進していく
必要がある。

現在の日本の科学研究は明らかに世界第一線のレベ
ルにあり、その理由の一つは科学研究費補助金による
ボトムアップの研究体制が可能であったからである。こ
の施策は今後も維持すべきである。

510
大
学

30
～
39
歳

国
土
交
通
省

28001

高度な
国土管
理のた
めの複
数の衛
星測位
シス テ
ム（マ
ルチ
GNSS）
による
高精度
測位技
術の開 
発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

高精度測位
の精度は、情
報系サービス
の品質に大き
な影響を与え
る技術であ
り、積極的な
推進が必要だ
と思います．

個々が情報端末を持ち運ぶ現在において、その場その
時に応じた適切な情報を提供するためには、あらゆる場
所で動作可能な測位技術の実現が必要です．

本制度は、学
位取得前後
の若手研究
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511
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

者が個人的な
興味をもとに
遂行できる、
ほぼ唯一の
制度だと思い
ます。独創的
な若手研究者
を育成するこ
とは我が国の
科学技術政
策において最
も重要なこと
と思います
し、若いうちこ
そ独創的な考
えか方が生ま
れる可能性が
高いので、こ
のまま推進す
るべきだと思
います。

長年の不況の中、企業などでは収益性をあげるため、
年齢に問わずリストラが行われてきました。また、官公
庁などでは伝統的に早期退職により、年齢があがるとと
もにポストが減るように設計されてきました。しかしなが
ら大学や国立の研究所などは、一度採用された人がそ
のまま定年まで採用され続けるため、年齢構成が年寄
りばかりという非常に歪な形になっています。このため、
かなり優秀な若手研究者でも、研究職に就くことが極め
て難しい状況にあり、経済的に不安定な状況にさらされ
ています。25年もすれば、現代40歳以上の研究者は全
員定年でいなくなってしまう状況です。25年後以降の日
本の科学技術能力を見据えると、特別研究員事業をは
じめ、20代後半から30代前半の若手研究者を支援する
制度は最優先で拡充するべきだと思います。

512
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

若手研究者
の創造性は
日本の財産で
もあり、その
芽を伸ばすた
めに、これま
で培われてき
た特別研究員
事業はさらに
推進すべきで
ある。

競争の中でも若手研究者が日本で職業として研究を選
択できる施策としては、現存するものの中でほぼ唯一の
選択肢である。この施策が衰退すると、優秀な若手研究
者の海外流出はさらに歯止めがきかなくなる。

513
大
学

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27169

グリー
ンITプ
ロジェ
クト

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

省エネルギー
なＩＴ利活用環
境を実現する
のは大いに結
構ですが、
「 社会で扱う
情報量の急
激な増大」が
社会活動にと
って本当に必
要かつ有益で
あるかの議論
が必要なよう
に感じました．

情報の消費者である人間の能力がそれほど変わらない
のに対し、情報量だけが右肩上がりに増大すること自体
に疑問があります．

40
文
部

大学院
教育改
革推進
事業の

こ
の
ま
ま

グローバル
COEプログラ
ムのような施
策によって、
ある特定の環
境下に育つ優
秀な大学院生
を保護し、さら
に大きく育て 大学院において日本の将来を担う優秀な大学院生を育
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514
大
学

～
49
歳

科
学
省

24143

うち、グ
ローバ
ルCOE
プログ
ラム

推
進
す
べ
き

る必要があ
る。発展途上
の前途有望な
大学院生は、
そのような環
境要因の良し
悪しによって
将来の成功
度が大きく違
ってくる。

てることは、これからの日本の科学研究水準を高く保つ
ために必須である。そのために大学間に競争原理を導
入することは良い効果を生み出す。

515
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24189
学術国
際交流
事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

先端的研究ネ
ットワークを形
成するために
は、アジアよ
りも欧米の先
端的研究施
設で活動して
いる若手研究
者を惹きつけ
る方法を考え
た方が良いと
思います．

アジアの優秀な若手研究者を日本に引き付ける狙い
は、日本で教育の後、次世代の研究拠点を形成するこ
とにあるように思います．

516
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24154

研究者
の養成
（海外
特別研
究員、
若手研
究者イ
ンター
ナショ
ナル・ト
レーニ
ング・プ
ログラ
ム）

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

非常に重要な
施策だと思い
ます．滞在先
での成果を積
極的に公表す
る仕組みに
は、工夫が必
要かも知れま
せん．滞在先
で成果を残す
ためのインセ
ンティブの必
要性も感じま
す．

研究者は、いくつになってもよりよい環境での研究を望
んでいると思いますから、この手の施策において、対象
を若手に限定する必要はそれほどないように感じていま
す．

戦略的創造
研究推進事
業は、国家戦
略として優先
すべき分野に
おいてトップ
ダウン的に推
進できるとい
う施策であり
優先性は相
当に高いと考
えるが、
CRESTなど研
究者同士の
間での審査上
の公平性につ
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517
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24134

戦略的
創造研
究推進
事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

いて懸念の声
を聞くことが
多い。現行の
審査体制で
は、本来は戦
略内容に見合
う優れた研究
課題や研究グ
ループであっ
ても、審査員
と研究分野が
近くて競合す
るため候補か
ら意図的に外
されたり、研
究総括や審
査員が近しい
研究者をサポ
ートするため
にヒアリング
の場での意見
を調整したり
といった欠点
をどうしても伴
う。通常、論
文審査におい
てはconflict 
of interestが
問題になる
が、国家戦略
となる重要な
施策の遂行に
おいてそうい
った視点を欠
くことは国家と
して大きな損
失になりかね
ない。こういっ
た問題を回避
するための策
を練って審査
のあり方を改
善した上で、
優先的に遂行
すべきである
と考えます。

戦略的創造研究推進事業のなかでも、CRESTや
ERATOなどの中ー大型研究費になってくると慎重な審
査が必要である。  
研究総括や審査員は、顔見知りであったり、反対に確執
があったり、共同研究者であったり、お互いに審査で通
し合う仲間であったり、競争相手になりかねない場合や
嫉妬がある場合に敢えて特定の課題を低く評価する意
見を強く押し出すなど、単純にサポートしたい気持ちに
なれるかどうかによって大きく左右されがちで、ヒアリン
グ以降のステップにおいてはフェアーな判定を下すこと
が困難なシステムとなっている。審査結果が、審査に参
加した審査員の目からも外部からも合点がいかないと
いうケースもしばしばあるが、審査結果に対して異議申
し立て出来るシステムでもない。どの課題を採択するか
優先順位を決める際にも、研究総括や他の審査員間で
の力関係も反映されがちで、強い個人的な思惑が大きく
反映されやすいような体制を、国家のトップダウン施策
のあるべき姿と考えて良いのかどうかの検討が必要で
ある。審査員や総括を緩やかにモニターするなどの工
夫も必要ではないでしょうか？ 国家戦略としての分野
の推進が損なわれないように改善したうえで優先的に
推進すべきと考えます。

518
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24004

次世代
がん研
究戦略
推進プ
ロジェ
クト

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ

日本国民の
最大の死亡
原因であるが
んに関する研
究を推進する
ことは，我が
国のライフ・イ
ノベーションを
推進するため
の重要な施策

次世代のがん医療を実用化を国民に早期に提供するこ
とは非常に重要であるため。 
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き であり，このま
ま推進すべき
である。 

519
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24005

橋渡し
研究加
速ネッ
トワー
クプロ
グラム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

医療としての
実用化が見
込まれる有望
な基礎研究の
成果を臨床へ
とつなげる研
究を推進する
ことは，我が
国のライフ・イ
ノベーションを
推進するため
の重要な施策
であり，このま
ま推進すべき
である。 

次世代医療の実用化を国民に早期に提供することは非
常に重要であるため。 

520
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24006

ライフ
サイエ
ンスデ
ータベ
ース統
合推進
事業
（仮称）

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

ライフサイエ
ンス分野デー
タベースの統
合化はライフ・
イノベーション
の推進にあた
って不可欠で
あるが，達成
目標が曖昧で
あり費用対効
果を明確にす
べきである。 

平成23年度に1,800百万円を投じる割には達成目標が
低い。 

521
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24007

細胞動
態シス
テム科
学基盤
研究事
業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

「細胞」の理
解はライフ・イ
ノベーション
の推進にあた
って必要であ
ると理解でき
るが，実施体
制については
再考すべきと
思われる。 

多くの大学・研究機関の参画により，さらに多くの成果
が得られるものと予想されるため。 

522
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

若手研究者に
自立と活躍の
機会を与える
環境の整備
は，我が国の
将来を考える
にあたって非
常に重要であ
り，このまま
推進すべきで
ある。 

若者が希望を持って科学の道を選べるようにする雰囲
気をつくることがまず重要であると考えられるため。 

改 若手研究者に
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523
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24009
特別奨
励研究
員事業

善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

自立と活躍の
機会を与える
環境の整備
は，我が国の
将来を考える
にあたって非
常に重要であ
ると思われる
が，本事業は
特別研究員
制度と重複す
るため，統合
すべきであ
る。 

若者が希望を持って科学の道を選べるようにする雰囲
気をつくることがまず重要であると考えられるため。 

524
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24010

女性研
究者研
究活動
支援事
業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

女性研究者
の支援は不
可欠であるた
め，採択大学
数をさらに増
やすべきであ
る。 

１０大学への支援では規模が小さく，採択数を増やすべ
きである。 

525
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24011

リサー
チ・アド
ミニスト
レータ
ーを育
成・確
保する
システ
ムの整
備

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

大学等におい
て研究資金の
調達・管理，
知財の管理・
活用等を総合
的にマネジメ
ントできるリサ
ーチ・アドミニ
ストレーター
の育成・確保
は，研究者が
研究活動に専
念できる環境
の整備にあた
って必要不可
欠であり，こ
のまま推進す
べきである。 

我が国の大学等では，研究者が研究活動以外の業務
に忙殺されており，本事業による早い段階での研究者
が研究活動に専念できる環境の整備が不可欠である。 

526
大
学

30
～
39

文
部
科
学

24012

博士課
程教育
リーデ
ィング

改
善・
見
直
し
を
し
た
上

若手研究者に
自立と活躍の
機会を与える
環境の整備
は，我が国の
将来を考える
にあたって非

若者が希望を持って科学の道を選べるようにする雰囲
気をつくることがまず重要であると考えられるため。 
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歳 省 プログ
ラム

で
推
進
す
べ
き

常に重要であ
るため，採択
大学数をさら
に増やすべき
である。 

527
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24013

理数学
生育成
プログ
ラム

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

学部学生の
支援も必要と
思われるが，
大学院生へ
の支援をまず
増やすべきで
ある。 

学部学生の研究発表数の増よりも博士，修士の発表数
の増大をまずは目指すべきである。 

528
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24014

頭脳循
環を加
速する
若手研
究者戦
略的海
外派遣
事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

若手研究者に
自立と活躍の
機会を与える
環境の整備
は，我が国の
将来を考える
にあたって非
常に重要であ
り，このまま
推進すべきで
ある。

若者が希望を持って科学の道を選べるようにする雰囲
気をつくることがまず重要であると考えられるため。

529
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24015
観測・
予測研
究領域

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

地震・火山噴
火や局地的
豪雨などを観
測・予測する
技術の研究
開発の必要
性は理解でき
るが，実施体
制については
再考すべきで
ある。 

大学や研究機関との連携によりさらに多くの成果が出る
ものと期待される。 

530
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24016
減災研
究領域

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

地震被害を高
精度に予測す
る数値シミュ
レーション技
術の開発の
必要性は理
解できるが，
実施体制につ
いては再考す
べきである。 

大学や研究機関との連携によりさらに多くの成果が出る
ものと期待される。 

531
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24017
核不拡
散・核
セキュ
リティ
強化の
ための

こ
の
ま
ま
推
進
す

世界に先駆け
て核鑑識技術
を開発するこ
とは，国際社
会における我
が国の立場を
強化するため
に必要不可欠

「核兵器のない世界」は世界平和の実現にあたって不
可欠であるため。 
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技術開
発

べ
き

であるため，
このまま推進
すべきであ
る。 

532
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24019

数学・
数理科
学と他
分野の
連携拠
点形成
支援プ
ログラ
ム

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

数学・数理科
学と他分野の
連携の必要
性は理解でき
るが，達成目
標が曖昧であ
るため，具体
化すべきであ
る。 

達成目標をより具体化することで，多くの成果が得られ
ると考えられる。 

533
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24121

脳科学
研究戦
略推進
プログ
ラム

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

既に同様の事
業がこれまで
にも行われて
きているがあ
まり成果を上
げているとは
言い難く，推
進すべきでな
い。 

脳研究を取り扱う事業は多く，同様の事業について統合
すべきである。 

534
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24123

脳科学
総合研
究事業
費

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

既に同様の事
業がこれまで
にも行われて
きているがあ
まり成果を上
げているとは
言い難く，推
進すべきでな
い。 

脳研究を取り扱う事業は多く，同様の事業について統合
すべきである。

535
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

若手研究者に
自立と活躍の
機会を与える
環境の整備
は，我が国の
将来を考える
にあたって非
常に重要であ
るため，この
まま推進すべ
きである。 

若者が希望を持って科学の道を選べるようにする雰囲
気をつくることがまず重要であると考えられるため。 

536
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学

24185

研究成
果最適
展開支
援事業

こ
の
ま
ま
推
進

研究のシーズ
を実用化へと
結びつける本
事業は，我が
国の産業基
盤の強化にあ
たって必要不

大学等で生み出された有望な研究成果をいち早く社会
に還元するための実用化に向けた研究開発を推進させ
る取り組みは非常に重要であるため。 

41



省 す
べ
き

可欠であり，
このまま推進
すべきであ
る。 

537
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24144

私立大
学等経
常費補
助

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

私立大学の
教育研究基
盤の強化は
我が国の学
術基盤の強
化にあたって
必要不可欠で
あり，このまま
推進すべきで
ある。 

我が国のさらなる学術研究活動を促進するためには，
大学生の約8 
割を担う私立大学の学術研究活動の基盤の整備を図る
ことが重要であるため。 

538
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24145

私立学
校施設
高度化
推進事
業費補
助

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

私立大学の
教育研究基
盤の強化は
我が国の学
術基盤の強
化にあたって
必要不可欠で
あり，このまま
推進すべきで
ある。

我が国のさらなる学術研究活動を促進するためには，
大学生の約8 割を担う私立大学の学術研究活動の基
盤の整備を図ることが重要であるため。

539
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24146

私立大
学等研
究設備
等整備
費補助

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

私立大学の
教育研究基
盤の強化は
我が国の学
術基盤の強
化にあたって
必要不可欠で
あり，このまま
推進すべきで
ある。

我が国のさらなる学術研究活動を促進するためには，
大学生の約8 割を担う私立大学の学術研究活動の基
盤の整備を図ることが重要であるため。

540
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24147

私立学
校教育
研究装
置等施
設整備
費補助

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

私立大学の
教育研究基
盤の強化は
我が国の学
術基盤の強
化にあたって
必要不可欠で
あり，このまま
推進すべきで
ある。

我が国のさらなる学術研究活動を促進するためには，
大学生の約8 割を担う私立大学の学術研究活動の基
盤の整備を図ることが重要であるため。

こ
の

海洋生物資
源の調査研
究は日本の
食糧源を確保
する上で不可
欠である。生
物資源を支え
る海洋環境の
把握，維持，
管理に関して
も力を入れる
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541

公
益
法
人

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24002

海洋生
物資源
確保技
術高度
化

ま
ま
推
進
す
べ
き

必要がある。
今後数十年
は温暖化の
影響が顕著に
現れてくる次
期であり，海
洋環境および
資源に関する
モニタリング
を強化し，こ
れらの変化に
速やかに対応
するとともに，
その対応手段
を早期に確立
すべきであ
る。

海洋という場をいかに活用していくか，は日本にとってき
わめて重要な課題である。特に，食糧供給の場としての
海洋をいかに把握し，管理・保護していくかを真剣に考
えなければならない。

542

公
益
法
人

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

日本の科学
の基礎を支え
るのは科学研
究費補助金で
あり，縮小す
ることなく推進
していただき
たい。ただし，
「東大・京大」
は当りやす
い，といううわ
さがあるよう
に，学閥で採
用・不採用が
決まるのでは
なく，純粋に
研究内容で審
査されるべき
である。

「重点研究課題」に予算が集中するのは致し方ないが，
これには当てはまらない，マイナーだが，しっかりした基
礎研究を小規模予算でもしっかり支援しなければ，日本
の科学の未来は閉ざされると考える。これをささえるの
は科学研究費補助金であろう。

543
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24001

大学発
グリー
ン・イノ
ベーシ
ョン創
出事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

昨年来、グリ
ーンイノベー
ション、ライフ
イノベーション
という２つのテ
ーマの大型予
算公募（最先
端研究）が行
われたが、ざ
っくりし過ぎて
いるため、基
礎研究、応用
研究など申請
のカテゴリー
をもう少し明
確にして頂け
ると良いと思
います。

上記の申請に関しては自分自身の研究（基礎研究）の
立ち位置を明確に示すことが難しく、この種の競争的な
公募は分野の偏りなく申請しやすいことも重要であると
思います。

若手の研究
助成枠も公募
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544
大
学

30
～
39
歳

厚
生
労
働
省

25113

独立行
政法人
医薬基
盤研究
所 保
健医療
分野に
おける
基礎研
究推進
事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

されており、３
年間５－６千
万円の申請
が可能であ
り、魅力的だ
と思います。
一方で、３年
間５千万円の
研究を若手研
究者単独で行
うのは厳しく、
５年５千万な
ど、低額でも
良いので、も
う少し長期の
地道な研究支
援の方が現
場サイドとし
ては望ましく
感じられま
す。

年間２千万円の予算は非常に魅力的だが、このプロジ
ェクトが終了した後の研究を考えると、もし後続予算が
取れなくなった場合、結局このプロジェクトで得られた成
果もうまく生かされてこないように感じます。３年後に評
価を受け、伸びしろがあると判断された研究には継続予
算をつけるなどの対処があった方がいいと思います。若
手の場合、他にこの規模の研究助成は少なく、継続予
算をとるのは難しいと思います。その結果、小さな助成
を集めるため、申請書作成などに多くの時間が割かれ、
研究エフォートが少なくなっているのが現状と思います。

545
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

若手研究を拡
充する目標は
若手研究者と
しては有難
い。若手研究
者の支援と言
うことならば、
若手Bよりも
総額が少ない
が採択率のも
っと高い部門
をさらに作っ
ていただける
と良いのでは
ないでしょう
か。

研究資金が無くなると研究を停止しなければならない可
能性が高い若手研究者は多いと思うので、少額でも研
究資金の見通しをある程度立てやすい制度があった方
が、長いスパンの研究計画を立てやすいと思います。

546
大
学

30
～
39

総
務
省

20112

ユニバ
ーサル
音声・
言語コ
ミュニ
ケーシ

こ
の
ま
ま
推
進

言語の壁を乗
り越える音声
翻訳技術は，
様々な国の
人々と円滑な
コミュニケー
ションを行う上
で極めて重要
な技術であ
る．その社会
的意義および
学術的意義
は極めて高
く，今後も優
先して継続し
て推進してい
く価値があ
る．なお，技
術の実用化に

音声言語翻訳技術の研究開発は，諸外国との共同研
究が極めて有効であり，国が積極的にサポートして展開
していくことが効果的である．本施策は，これまでも目を
見張る成果を残しており，着実な技術の進歩が得られ
ている．今後はさらに，言語情報のみでなく，非言語情
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歳 ョン技
術の研
究開発

す
べ
き

向けた努力は
当然重要であ
り，今後も継
続していくべ
きであるが，
対象としてい
る問題が非常
に複雑である
ため，より遠
い将来を見据
えた技術の発
展・飛躍に向
けた基礎研究
も拡充できる
ように，サポ
ートしていく必
要がある．

報も伝達可能な音声言語翻訳の実現までも視野に入れ
ており，我々人類に対して，言語を超えたより円滑なコミ
ュニケーションをもたらす技術の実現が期待される．

547

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

農
林
水
産
省

26105

アグリ・
ヘルス
実用化
研究促
進プロ
ジェクト

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

厚生労働省と
農林水産省
の共同プロジ
ェクトとして進
める

開発された技術の臨床試験や普及をスムーズに行うた
め

548

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

農
林
水
産
省

26105

アグリ・
ヘルス
実用化
研究促
進プロ
ジェクト

そ
の
他

遺伝子組み
換えのターゲ
ットを決定す
る過程では現
場ニーズを反
映させるべき

医療や農業の現場で解決策のない課題に対し遺伝子
組み換え作物が貢献する研究を検討してほしい。現在
は花粉症の緩和を目的とした米が作られているが、花
粉症対策にはすでに複数の医薬品や食品が存在する
ため、独自性が十分発揮できていない。

549

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27026

環境・
医療分
野の国
際研究
開発・
実証プ
ロジェ
クト（医
療機器
分野）

そ
の
他

認知機能のリ
ハビリテーシ
ョンを目的とし
た商品の開発
と販売を検討
してほしい

現状では、積み木やパズル、折り紙、輪投げなどの幼
児品、日用品が使われることもある。障害者の自尊心を
傷つけず、大人も満足できるような道具の開発が必要。
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550
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

若手研究費
配分の体制
が見直されて
いますが、若
手研究者が
様々な分野で
活躍し、将来
の科学研究を
担えるよう、
一層の支援を
してほしい。
一方で、若手
研究費が、研
究費の集中
化につながる
ような配分は
さけるべきと
考えていま
す。大きな体
制と研究費を
もっている研
究室に所属し
ている（実質、
独立性のな
い）若手にば
かり配分され
ないよう工夫
が必要と思い
ます。分野や
所属に関して
も、流行や有
名どころだけ
でなく裾野を
広げるような
工夫が必要で
はないかと思
います。

現在、アカデミックの場では、多くの若手研究者が、研
究や教育だけではなく、研究費の獲得や任期制等に伴
う短期的な評価にとらわれ、長期的なビジョンによる研
究に集中できない例が多く見られます。若手研究者、特
に、独立性の高い研究者が、より研究に集中し、一層の
成果をあげるためには、一定の（高額である必要はな
い）研究費をある程度の期間獲得できるような体制が必
要と思います。

551
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推

現在の若手
研究者は、自
立と活躍の機
会を与える環
境が十分に整
備されていな
い。特に我々
世代 (30代中
盤から後半) 
は、ポストドク
ター等一万人
支援計画で一
時的な職を得
た研究者があ
ふれ、その先
にあるテニュ
アの職員が不
足しているこ
とは、周りの

改善・見直しをした上で推進すべきとしたのは、テニュア
トラックといいながら本当にテニュアのポジションが大
学・研究機関等で確保できているかの疑問である。各機
関の努力もあると思うが、この部分の保証によって、安
心した研究に専念できる環境づくりに繋がるものと考え
られる。またテニュアトラック教員が新規に200人採用さ
れることを目指すとあるが、日本の研究力を高めるため
には、もう少し規模を増やしても良いのではないかと思
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進
す
べ
き

環境を見ても
明らかであ
る。テニュアト
ラックという制
度を取ること
で、研究者に
安定な職の確
保をするだけ
ではなく、研
究の競争を促
進することに
繋がることが
考えられる。

われる。

552
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24011

リサー
チ・アド
ミニスト
レータ
ーを育
成・確
保する
システ
ムの整
備

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

一定基準を満
たした全ての
理系大学を対
象とすべき。
大学に既存の
外部資金管
理部門に専門
的に人員を配
置してほし
い。

現状では大学間格差を増大させ、その結果すそ野は狭
まり、頂上も低くなる。

553
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24013

理数学
生育成
プログ
ラム

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

不要

現状では大学間格差を増大させ、その結果すそ野は狭
まり、頂上も低くなる。現状だと旧帝大を中心とした採択
になるだろう。これよりも小中高の理科教育に資金を投
入すべき。学部生の発表機会は、各学会でも十分可能
であり、高校生ですら発表しているのが現実である。

554

大
30
～

総
務

20107

戦略的
情報通
信研究

こ
の
ま
ま
推

レベルの高い
研究が採択さ
れる競争的研
究資金制度
の一つとし
て，これまで
に多大な成果
を生み出して
おり，今後も
推進していく
価値のある施
策である．な
お，より有意
義な研究活動
を生み出すた
めに，研究費
の使用法に対
してより柔軟
性を持たせる

非常に高い成果を生み出している競争的研究資金制度
であり，今後も精力的な展開が期待されるため，継続し
て推進していく価値のある施策である．地域に密着した
制度など，他の競争的研究資金制度とは異なる独自の
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学 39
歳

省 開発推
進制度

進
す
べ
き

ことも重要で
ある．例え
ば，雇用され
ている大学院
生が会議で対
外発表を行う
際に，発表日
だけでなく，全
会議日への
参加を認める
ことは（現状
では必ずしも
認められてい
ない），未来
の優秀な研究
者を育てる上
で有効である
と思われる．

特色がある．また，個々のプロジェクトの評価を綿密に
行える体制も整っているため，その効果は非常に高く評
価できる．

555
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

本事業の趣
旨は大変重
要でありま
す。より効果
的なシステム
として、採用
人数を半減
し、人件費以
外に1名あた
り年間1000万
円程度の研
究費を含むシ
ステムが望ま
しいと考える
ため、改善・
見直しをした
上で推進すべ
きだと存じま
す。新規採用
教員に対する
大学からのス
タートアップ資
金は昨今の
大学の基盤
的運営費の
削減により、
小さいものと
なっていま
す。この事業
の機会を得た
若手研究者
が任期内に全
力を発揮する
ための研究費
を付加するこ
とで初めて、
この事業の目
指すところが

私は幸運にも33歳で大学で独立した生物系の研究室を
運営させていただく機会を得ました。その後、若手として
は競争的研究資金の獲得にも恵まれ、研究を続けるこ
とができています。しかしながら、研究室が軌道に乗る
までには、競争的資金で雇用した博士研究員の働きが
あっても2-3年の期間が必要となりました。もしも競争的
資金の獲得が無ければ、より長い時間を要したことは間
違いありません。この経験から、本事業には、研究者本
人の人件費以外に、1名の研究支援者の雇用と十分な
研究費を付加することが重要であると考えます。

48



達成されると
考えます。

556
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

大型の科研
費(SやA)など
個人もしくは
一ヶ所に集中
するものを増
やすのではな
く、小額で良
いので、なる
べく沢山の研
究者に分配さ
れる形が望ま
しい。

数学においては一人の人間が主導権を発揮して研究が
進展するということは稀であり、それよりは多数の研究
者が興味の赴くままに行動した方がより多くの成果が出
る。また、数学では巨額の資金は必要ない。その一方
で、研究者同士が実際に会って議論することは極めて
有効であり、その場合、自分の旅費などは自分で工面
する、という形であれば行動をおこしやすい。

557
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

極めて重要な
施策であり，
今後も精力的
に推進してい
く必要があ
る．若手研究
の拡充に向け
た努力は大い
に評価でき
る．一方で，
高い競争意識
下で研究が進
められている
諸外国を上回
る研究力を育
てるために
は，より競争
意識を高める
ような予算配
分が効果的で
ある．そのた
め，若手研究
者内での競争
意識を高める
ためにも，若
手研究（Ｂ）の
みでなく，若
手研究（Ａ）を
さらに充実さ
せることが重
要であると考
えられる．

科学研究費補助金は，本国の科学技術力を発展させて
いく上で極めて重要な施策である．個々の研究者が，よ
り基礎的・独創的な研究に取り組むことをサポートする
競争的研究資金として，非常に重要な立場を担ってい
る．本補助金の存在無しでは，基礎研究の発展は望め
ず，真の科学技術力は衰退していくものと予想される．
今後も最も優先的に進めるべき施策の一つである．

30
文
部 私立大

改
善・
見
直
し
を
し

用途について
十分精査でき

日本の私学は学生からの資金が７割に対し、欧米では
３割である。これでは日本の大学全体のレベルは下が
る一方であるので、大学に向いてない学生に適切な進
路への可能性を堂々と示唆できるよう、特に私立大学
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558
大
学

～
39
歳

科
学
省

24144

学等経
常費補
助

た
上
で
推
進
す
べ
き

るシステムな
らば、さらなる
拡充を望む

の予算を欧米並みの国費負担として欲しい。問題のあ
る学生を大学に引き留めておくことは双方にとって無益
である。学生の進路選択をもっと自由にできるよう、大
学側も建前でなく本音で語れるよう、そのための大学の
経営的基盤を拡充してほしい。

559
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

若手研究者に
対して非常に
価値のある事
業であり，名
実ともに大き
な成果を挙げ
ている．今後
もより精力的
に実施して頂
きたい．なお，
競争意識を高
める上でも，
別枠で選考さ
れるグローバ
ルCOEの特別
研究員とは切
り離すか，明
確な差別化を
行った方が望
ましいと思わ
れる．

本国の科学技術力をさらに発展・向上させていくために
は，若手研究者の育成は必要不可欠である．本施策
は，若手研究者の競争意識を高め，国境を越えた幅広
い研究活動を支援するものであり，これまでも実際に優
秀な人材を生み出すなどの多大なる成果を挙げてい
る．今後も，優先的に進めていくべき極めて重要な施策
である． 

560
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24154

研究者
の養成
（海外
特別研
究員、
若手研
究者イ
ンター
ナショ
ナル・ト
レーニ
ング・プ
ログラ
ム）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

日本の科学
技術を発展さ
せていく上
で，日本の研
究技術力を世
界的にアピー
ルすることが
でき，世界を
リードできる
研究者を育成
することは極
めて重要であ
る．若手研究
者による海外
での研究活動
を長期間サポ
ートする本事
業は，非常に
重要な施策の
一つであり，
今後もより精
力的に実施し
ていく必要が
ある．

日本の研究技術力は世界と比べて決して劣るものでは
ないが，必ずしも世界的に認知されているわけではな
い．これは，例えば言語の壁などの要因により，諸外国
に対して，日本の研究成果を十分にアピールできていな
いためである．この状況を打破するためには，頻繁に海
外の研究機関を訪問し，交流を通して，お互いの研究に
対する理解を深めていく活動を行うことが必要不可欠で
ある．本施策は，若手研究者に対してそのような意識を
植えつける上でも極めて重要なものであり，より積極的
に展開していくべきである．

原子力エネル
ギーの恩恵に
浴しているに
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561
大
学

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27112

地層処
分技術
調査等
事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

もかかわら
ず，その結果
生じる廃棄物
の存在に，一
般人はあまり
に無関心すぎ
る．これを啓
蒙する広報を
たまに目にす
るが，一般に
“ゴミ”に対す
る興味は薄
い．さらなる啓
蒙活動によっ
て得られる世
論の理解を後
押しに，先延
ばししない早
急な処分問題
の解決が必
要であると考
える．

今後，さらに増加すると考えられるエネルギー消費に対
応するためには，原子力発電によるエネルギー供給が
不可欠であると考える．予算額が適当であるか，判断す
る基準を持たないので分からないが，今後も力を入れて
継続すべき国策と考える．特に実規模における現場実
験を経た処分地モデルの構築が早急に望まれる．

562
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24005

次世代
がん研
究戦略
推進プ
ロジェ
クト

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

大変重要な課
題である。個
別化医療の
実現に対する
具体的な方策
につながると
よい。

がんの克服は多くのアプローチで取り組むべき問題で
ある。実際の個別化医療には経費の問題も大きいの
で、本施策による解決が期待される。

563
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24189
学術国
際交流
事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

日本の科学
技術を発展さ
せていく上
で，日本の研
究技術力を世
界的にアピー
ルし，世界を
リードする研
究力を育むた
めには，他国
との共同研究
を進めること
は非常に有効
である．本事
業はその役目
を担うもので
あり，その重
要性は極めて
高い．現状よ
りも，より手厚
い支援が望ま
れるものであ
り，今後、さら
なる積極的な
展開を大いに

日本の研究技術力の高さを世界的にアピールしていく
上で，他国との共同研究を行うことは有効な手段の一つ
である．他国の研究活動の方針等も身をもって体験す
ることは，世界をリードする研究者を日本から生み出す
上で必要不可欠である．そのためにも，本施策は極め
て有効なものであり，今後も継続して推進していく価値
があるものである． 
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期待したい．

564
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

既に多くの大
学や研究機
関が実施して
ると思われる
ので不要

わざわざ予算をつける理由が不透明。科研費なども以
前より門戸が開かれていることから、テニュアトラック教
員の研究費支援も不要である。

565
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24134

戦略的
創造研
究推進
事業
(社会
技術研
究開発
事業を
含む）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

極めてレベル
が高く，大規
模な研究が採
択される競争
的研究資金
制度の一つと
して，これまで
に多大な成果
を生み出して
おり，今後も
推進していく
価値のある施
策である．若
手研究者を対
象とした事業
も進められて
おり，今後も
その役割が大
いに期待され
る．

これまでに多大な研究成果を挙げてきている事業であ
り，今後も積極的に支援していくべき施策の一つであ
る．トップダウン型の研究開発により，重要な研究分野
に対して，国内の研究力を集中させ，研究力を大いに高
めることができるという特色がある．高い競争意識に裏
付けられた積極的な研究展開がなされており，その有
効性は極めて高い．

566
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員制
度

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

経済的負担を
軽減すること
により、若手
研究者が、研
究に専念でき
る制度として
優先して実施
すべきであ
る。ただし、本
事業の体制
等について
は、可能性を
秘めた、より
多くの学生に
チャンスを与
えるような採
用制度が望ま
しいと思いま
す。

本事業が若手研究者の資質、将来性をのばすために
も、必要な事業であることはいうまでもありません。一方
で、最近の傾向では、有名研究室所属の学生に集中的
に支援している場合がみられ、また、採用、不採用の格
差が激しく、後者の場合、早い時期からモチベーション
を下げる場合も認められます。採用に関しては、特によ
り若手の場合には、幅広く採用することにより、様々な
可能性を追求するのが良いと思います。

“What I 
cannot 
create, I do 
not 
understand” 
物理学者ファ
インマンの名
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567
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24131

ライフ
サイエ
ンス基
盤研究
領域事
業（内、
生命分
子シス
テム基
盤研
究）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

言である。科
学において、
理解を進める
ためには、「つ
くる」ことが重
要であるにも
かかわらず、
ライフサイエ
ンスおいては
このアプロー
チが遅れてき
ました。日本
の持つタンパ
ク質研究のア
ドバンテージ
を、つくる生命
科学に活かし
た本事業は積
極的に推進す
べきです。

生命の両輪は、DNAとタンパク質です。DNA合成技術の
進展に伴って米国から本年になって発表された人工細
胞には、この名言が記されています。一方、タンパク質
においては日本にアドバンテージがあります。生命シス
テムをつくるためには、まず、システムの要素であるタン
パク質の詳細な特性を記述する必要があり、続いて、こ
れらに基づいたシステムの構築が進められます。本事
業はまさにこの路線を進むものであり、また、日本の持
つタンパク質科学のアドバンテージを活かすものでもあ
るため、推進すべきと考えます。

568
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24007

細胞動
態シス
テム科
学基盤
研究事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

生命原理に直
結する基盤的
な研究であ
る。

こうしたライフサイエンスの基盤に関わる研究が将来の
科学技術に貢献する。

569
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24009
特別奨
励研究
員事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

若手研究者
の育成につな
がる重要な施
策である。

若手研究者の減少に歯止めをかけ、次世代の科学の
発展に大きく貢献する。

570
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

体系をシンプ
ルにすべき

全て日本学術振興会へ移管してほしい。24151,24153は
「国民との科学技術対話を推進する事業」を重なるの
で、その分、基盤B基盤Cに予算をまわしてほしい。「挑
戦的萌芽研究」も２６１０７と重なるので、より強い独自
性が無い限り、２６１０７と１本化すべき。

“What I 
cannot 
create, I do 
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571
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24007

細胞動
態シス
テム科
学基盤
研究事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

not 
understand” 
物理学者ファ
インマンの名
言です。科学
において、理
解を進めるた
めには、「つく
る」ことが重要
であるにもか
かわらず、ラ
イフサイエン
スおいてはこ
のアプローチ
が遅れてきま
した。日本の
持つ諸研究の
アドバンテー
ジをつくる生
命科学に活か
した本事業は
積極的に推進
すべきです。

生命システムをつくるためには、まず、システムの要素
である生体高分子の詳細な特性を記述する必要があ
り、続いて、これらに基づいたシステムの構築が進めら
れます。そしてこの構築のためには、高性能計算による
事前のシミュレーションが欠かせません。本事業はまさ
にこの路線を統合して進むものであり、積極的に推進す
べきであると考えます。

572
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24120

再生医
療の実
現化プ
ロジェ
クト

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

将来性の高い
分野の一つ。

日本がイニチアティブを取れる可能性が高い。

573
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

日本の科学
推進の根幹を
なす。

自由な発想で独創的な研究に取り組む環境をもたら
す。

574
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24142

組織的
な大学
院教育
改革推
進プロ
グラム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

我が国におけ
る大学院での
高等教育を充
実させるため
にも本事業は
優先して実施
すべきであ
る。

我が国の教育レベルを国際的に高い水準に維持するた
めには、大学での教育だけでは十分ではなく、大学院で
の専門的な教育をいかに現代社会のニーズにあわせて
行っていくかを検討することは重要である。特に、多くの
分野にまたがる学際的な領域の教育を推進し、実践的
な人材を養成することができるのは大学院であり、大学
連携等も含めて、一層展開していく必要があると感じて
います。

文

大学院
教育改
革推進

改
善・
見
直
し
を

多くの博士後期課程在学者は経済的に裕福であると私
は考える。彼らより博士修了者への支援を拡充すべき
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575
大
学

30
～
39
歳

部
科
学
省

24143

事業の
うち、グ
ローバ
ルCOE
プログ
ラム

し
た
上
で
推
進
す
べ
き

博士後期課
程在学者へ
の支援は不
要である。

である。ここでは余談かもしれないが、大学院教育改革
推進事業としては、大学院授業料の据え置きと私学大
学院授業料の支援を行い、国立私立間で同等の学費に
してもらいたい。そうすることで、教育資源、研究資源
が、各大学で効率よく機能し、大学間の研究力格差も減
り、すそ野も広がり、頂上も広がると思われる。

576
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

次世代の科
学を創成する
重要な施策で
ある。

優れた若手研究者の経済的基盤が確保され、研究者
人口の増加と研究レベルの向上が期待される。

577
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24143

大学院
教育改
革推進
事業の
うち、グ
ローバ
ルCOE
プログ
ラム

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

若手研究者
の現在の研
究を伸ばすこ
とができる。

現在の研究テーマを変えることなく、経済的基盤や研究
基盤の充実が図れるから。

578
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24014

研究者
の養成
（海外
特別研
究員、
若手研
究者イ
ンター
ナショ
ナルト
レーニ
ングプ
ログラ
ム）

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

若手研究者イ
ンターナショ
ナルトレーニ
ングプログラ
ム対象者へ
の審査は、海
外特別研究
員から漏れた
者を優先とし
て欲しい。

審査の効率化。

30 文

大学院
教育改
革推進

こ
の
ま

大学院生に対
して，より優れ
た研究環境・
教育環境を提
供すること
は，今後の科
学技術の発
展に貢献する
若手研究者を
育む上で，非
常に重要なこ
とであり，本
事業はその役
割を大いに担

本施策により，博士後期課程の学生に対して，より優れ
た研究環境を提供することが可能となり，より優秀な若
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579
大
学

～
39
歳

部
科
学
省

24143

事業の
うち、グ
ローバ
ルCOE
プログ
ラム

ま
推
進
す
べ
き

うものである．
なお，少数の
大規模な有力
大学のみでな
く，規模は小
さくとも高い研
究力を持つ大
学など，より
幅広いバリエ
ーションに富
んだ大学から
の応募にも対
応できるよう，
さらなる事業
の拡大が期
待される．

手研究者の育成が行われると期待される．これまでに
多大な成果が得られており，今後さらにより様々な大学
の特色を延ばしていくためにも，引き続き積極的に支援
していくべき施策である．

580

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

科学研究費
予算の中で数
少ない、研究
者個人の自
由な発想のも
とで、遂行す
ることができ
る予算です。
若手研究者を
対象にした枠
が少なかった
ですが、最近
拡充されてい
るのも評価で
きます。

純粋に科学的な目的で審査される予算のため、企業利
益や目先の利益にとらわれず、将来を見据えた研究に
予算を用いることができます。

581
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24149

国立大
学法人
等施設
の整備

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

大学／大学
院教育の要と
もいえる国立
大学法人の
設備を充実さ
せることは、
我が国の将
来を担う人材
の養成、世界
的な研究成果
の産出などの
観点から、特
に優先して実
施すべきであ
る。

本事業には２つの観点があり、都心及び地方のある国
立大学が共通して抱えている問題である耐震改修等施
設の改善と、より先端的な研究、教育を行う場としての
施設、機能の充実化である。国立大学がこれまで多くの
優秀な人材と研究成果を排出してきたこと、そして将来
の国際競争に打ち勝つためには、いずれも、重要かつ
最優先に行われるべき事業であると思います。

こ
の

我が国の研
究技術力を高
めていく上
で，私立大学
に比べ，比較
的基礎学力
の高い学生が
集まる傾向の
ある国立大学
を強化してい 幅広い学術的な研究活動を行うことは，科学技術の発
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582
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24149

国立大
学法人
等施設
の整備

ま
ま
推
進
す
べ
き

くことは，必要
不可欠であ
る．最先端の
研究設備の
整備など，私
立大学に見劣
りしない環境
を整えること
は極めて重要
なことである．
今後も精力的
に推進してい
くべき施策で
ある．

展に必要不可欠であり，そのための場を国立大学は担
う必要がある．優秀な学生に対して，より優れた研究・
教育環境を提供できるようにするために，国立大学を強
化することは極めて重要であり，積極的に進めるべき施
策である．

583
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24014

頭脳循
環を加
速する
若手研
究者戦
略的海
外派遣
事業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

２４１５４と重
複するので不
要

海外特別研究員を増員・拡充すればいい。そのなかで、
PDに対してのSPDのようなポジションを用意しておけば
問題ない。また、海外特別研究員に対し、渡航前の準
備プログラムを行うことが望ましい。

584

公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試
等）

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

革新的な創造
のもとになる
多様な知的蓄
積を永続的に
増強・維持し
ていくために、
科学研究費
補助金の制
度は不可欠な
ものだと考え
ている。それ
で、H23年度
の概算要求に
加え、各研究
種目の採択
率を１０％ず
つ向上させる
ような改善を
して、強力に
推進すべきだ
と思う。これを
実現するため
に、各省から
提案されてい
る政策のうち
類似したもの
（特に文科、
厚労、農水、
経産省間で見
受けられる）
は、各省間で
調整、もしくは
共同提案など

分野にとらわれず、重厚で多様な知的蓄積を永続的に
行っていかなければ、我が国での革新的な技術の創
造、高度な知識及び技術の維持は非常に難しいと思う。
また、知的所有権等を獲得し続けるためにも、米国等科
学先進国の基礎研究レベルと同等、もしくはそれに近い
研究環境を整備、維持していくことは不可欠である。そ
のため、我が国も優先順位を上げて基礎研究への予算
の大部分を占める科学研究費補助金を増額すべきであ
る。
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という形で、
重複を除いて
いくべきだと
考えている。

585
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

日本の大学と
海外の大学
は大きく教員
の評価制度
が異なってお
り，どのような
手順でテニュ
アトラックを普
及・定着させ
ていくのか，
その戦略が不
透明である．
現状の教員
組織の中で，
若手に対する
人事制度の
みを変えて
も，評価機構
が変わらなけ
れば，成功す
る可能性は極
めて低いと思
われる．

若手研究者の環境を改善することは必要不可欠であ
る．しかしながら，単にテニュアトラックを現状の大学構
造に導入しても，効果が得られる可能性は低い．諸外
国のようなテニュアトラック制度を実現するには，まず初
めに，個々の教員を公平に評価する機構を構築するこ
とが重要である．現在の人事構造を見直さずに，若手の
人事制度だけを変更しても若手研究者の環境は本質的
に改善されないと思われる． 

586
大
学

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24189
学術国
際交流
事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

世界における
日本のサイエ
ンスの向上に
重要である。

遅れがちな研究の国際化を進め、海外研究者との交流
を活発にするもので、世界レベルの研究を推進するの
に有効である。

587
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24012

博士課
程教育
リーデ
ィング
プログ
ラム

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

必要性が認
められない

他にある各種支援プログラムや予算で充分対応可能で
ある。大学間格差を助長するだけである。

588
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20108

ICTグリ
ーンイ
ノベー
ション
推進事
業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推

総務省内の
関連するICT
の施策に組み
込むべき．

本施策を特別に指名する必要はないが，各省庁におい
てICT関連の事業が多すぎる．重点課題であることは理
解できるが，施策一覧を概観してあまりに偏重傾向に感
じる．各施策にはそれぞれの理由があると思うが，総論
として無駄を省くべき．
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進
す
べ
き

589
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24009
特別奨
励研究
員事業

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

不要。既にあ
るPD、SPD、
海外特別研
究員の事業で
対応可能であ
る。

PD申請書に希望所属機関について明記する箇所があ
り、基本的に希望者が自由に大学等の研究機関を選べ
るシステムに既になっているし、博士後期課程と同じ研
究機関を選ぶことも可能。これまで推進されてきた若手
研究者の流動化を逆行する事業だと感じる。

590
大
学

30
～
39
歳

総
務
省

20004

脳の仕
組みを
活かし
たイノ
ベーシ
ョン創
成型研
究開発

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

新技術の実
証・展開を第
一に重視し、
環境モデル都
市での実用
化、展開をよ
り積極的に推
進するべき。 
途上国のみな
らず米国など
の先進国へ
の展開も考慮
すべき。 

環境問題は中長期的視点で取り組む必要があるため、
大学を中心とした環境エネルギー技術の拠点化・人材
育成・国際展開は、施策として適切である。

591
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24174

革新的
ハイパ
フォー
マンス・
コンピ
ューテ
ィング・
インフ
ラ
（HPCI）
の構築

推
進
す
べ
き
で
は
な
い

開発されたコ
ンピュータの
必要性をもっ
と精査すべき
であると思わ
れる。

これまでに大規模プロジェクトにて開発されたコンピュー
タが多く存在し、その利用率が現在では低く、計算機の
資源を有効に利用すべきである。

592
公
的
研
究
機
関
（独
法・
公
設
試

40
～
49
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

若手研究者
の雇用に繋が
るテニュアトラ
ック制度の拡
充は大いに賛
成です。さら
に高齢研究者
に若手研究者
と同じような
成果主義の
導入を提案し
ます。55歳で
部下や学生
の審査を受
け、優秀な研
究者のみ定
年まで給与を
保障します。
成果がない場

近年国家公務員の人員削減で、若手研究者の採用が
大幅に減らされています。その分、多くが大型プロジェク
ト付きのポスドクや任期付研究員の不安定職に付いて
います。これに対し、終身雇用と定年延長であぐらをか
いています高齢研究者との格差が広がる一方です。こ
のままでは将来を担う研究者が育たないし、研究者をめ
ざす学生が減る一方です。これを改善するテニュアトラ
ック制度の拡充は大いに賛成です。
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等） 合は、解雇は
できないです
が、給与を大
幅に抑制しま
す。これで捻
出した予算を
若手研究者
の雇用に充て
ます。 

593
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24141
特別研
究員事
業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

私自身、この
制度には大変
お世話にな
り、今後も更
なる拡充を望
むが、テーマ
を変更する者
や少人数で研
究する者にと
っては採択さ
れにくいのが
難点である。

COEなどの雇用型PDと異なり本事業のようなフェローシ
ップ型PDは、研究のすそ野や個々人の能力を延ばす上
でも非常に重要である。しかし、現状の申請書では、テ
ーマ変更者や出産育児のため無職期間のある者には
極めて不利なものであるし、また、第一著者が多く共著
が少ない院生の能力を客観的に評価するものではな
い。前者は特にRPDにおいてテーマ変更を考慮し、かつ
ての一定期間の業績を重視して審査してほしい。後者
は第一著者論文と共著論文を別々に記述するような申
請書にし、教員の組織力より研究者個人の資質を評価
するよう審査してほしい。

594
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24008

テニュ
アトラッ
ク普
及・定
着事業

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

大学の雇用
制度の一形
態としてテニ
ュアトラック制
度が高く評価
され、一般的
に採用される
ようになるま
で、国家戦略
として、国の
支援のもと本
事業を継続し
て実施するこ
とが重要であ
る。 
より効果ある
仕組みにする
には、立上げ
の研究費に加
えて、博士研
究者や研究
支援者などの
研究スタッフ
を雇用する人
件費を追加で
支援する制度
を併せて構築
すべきであ
る。

主に30代の若手研究者に早い段階から独立する機会を
与え、自由な発想のもと科学研究活動に勤しみ、大学
教員としてテニュア職を獲得する道筋を立てる新たな雇
用制度であり、従来の雇用制度と併用することが望まし
い。 
一般に、研究室の立ち上げには時間を要する。実質的
に単独での研究活動であり任期が限られる現行の仕組
みでは、若手研究者が新たな研究領域に挑戦する意欲
がそがれる状況も考えうる。研究の進展に応じて、研究
スタッフを雇用する人件費を優先的に確保できる制度が
あれば、より魅力的な制度になるであろう。

経
ノーマ
リーオ

こ
の
ま 基礎技術の

60



595
大
学

30
～
39
歳

済
産
業
省

27016

フコン
ピュー
ティン
グ基盤
技術開
発

ま
推
進
す
べ
き

開発のほか、
実用化に向け
て、知的財産
戦略を十分考
慮すべき。

PCや組込み機器のCPUおよび周辺ICの多くは海外製
であるので、技術を普及させるには、国内メーカと連携
して海外メーカに対応する必要がある。

596
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24143

大学院
教育改
革推進
事業の
うち、グ
ローバ
ルCOE
プログ
ラム

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

大変有効なプ
ログラムであ
るが、より良
い運営とし
て、１拠点あ
たり、約２億
円程度を上限
にして、21世
紀COE程度の
拠点数に増や
して、継続す
べきプログラ
ムと思われ
る。

競争があまりに激化し、また、高額な配分額で採択件数
を１６０件程度に絞るより、額を抑えて３００件程度の拠
点を採択する方が、予算の有効活用がなされると思わ
れる。

597
大
学

30
～
39
歳

厚
生
労
働
省

25105

生活習
慣病・
難治性
疾患克
服総合
研究 
（４）難
治性疾
患克服
研究 
難病・
がん等
の疾患
分野の
医療の
実用化
研究の
一部
（難病
関連研
究分
野）（仮
称） 

改
善・
見
直
し
を
し
た
上
で
推
進
す
べ
き

欧米に比して
日本国民に多
く認められる
「希少性疾患
（症例が概ね
5万人未満）」
の研究は本
研究費を増額
してでも継続
すべきである
と考えます。
現在は「希少
性疾患」のう
ち「難治性疾
患」が採択さ
れている傾向
があります
が、必ずしも
「難治性」でな
くても、日本で
の「希少性疾
患」の研究推
進により、症
例のQuality 
of Life（QOL；
生活の質）の
改善が期待で
きる研究申請
であれば、積
極的に採択す
べきであると
考えます。

「希少性疾患」は、一定頻度で国民に認められ対策が必
要な疾患であるにも関わらず、企業からの研究助成の
見込みもなく、公的機関からの研究助成が不可欠です。
また、臨床医への啓蒙も不十分であるため、適切な医
療が実施されていないのが現状です。「希少性疾患」の
研究成果は、比較的稀な疾患の対策のみならず、これ
まで未開拓であった分野の進展により、医学・生理学・
生物学における他分野での応用の可能性も十分に認め
られます。

研究者

研究者、特に
若手研究者に
とって国外の
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598
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24154

の養成
（海外
特別研
究員、
若手研
究者イ
ンター
ナショ
ナル・ト
レーニ
ング・プ
ログラ
ム）

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

研究期間に長
期で滞在する
ことは非常に
重要である。
そのための機
会を設けるた
めの制度は、
研究者養成に
おいて不可欠
であり、さまざ
まな側面から
支援されるこ
とが望まし
い。 

新たな研究の萌芽は未知の世界との交流から生まれる
ものであり、そのような交流を求めてさまざまな研究機
関を訪問することは研究活動において基本的かつ重要
な行為である。特に若手の研究者にとっては、国外の研
究機関に長期で滞在するという体験は強烈なもであり、
強靱な力を培うことができる。科研費をはじめとする他
の資金源では長期の滞在は困難であるため、本制度の
役割は大きい。

599
大
学

30
～
39
歳

経
済
産
業
省

27015

二酸化
炭素分
離膜モ
ジュー
ル研究
開発事
業

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

CCSは、CO2
問題を効果的
に解決するこ
とのできる重
要な技術であ
るので、積極
的に推進すべ
き。

CCSは、CO2問題を効果的に解決することのできる重要
な技術である。国の基盤技術として積極的に推進する
必要がある。

600
大
学

30
～
39
歳

文
部
科
学
省

24133
科学研
究費補
助金

こ
の
ま
ま
推
進
す
べ
き

日本の今後
の発展のため
には、国際競
争に打ち勝つ
新しい科学・
技術の創出
が必須であ
り、そのため
の 
研究支援とし
て最も重要な
科学研究費
補助金制度
は、 
今後益々推
進すべき最優
先の施策であ
ると考えれ
る。 

日本の科学・技術力を将来に渡って持続的に発展させ
て 
いくためには、基礎研究に対する研究支援を継続的に 
行なっていくことが必須である。 
政府の施策によるトップダウン的な研究だけではなく、 
研究者の自由な発想に基づくボトムアップ的な研究も 
合わせて進めていくことは、今後のイノベーションを 
創出する上で重要であると考えられる。
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